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序     文 
 

日本国政府は、セネガル共和国政府の要請に基づき同国向けの貧困農民支援に係る調査を行う

ことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施しました。 

当機構は、2013 年 10 月 5 日から同年 10 月 13 日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、セネガル共和国政府関係者と協議を行うとともに現地調査を実施し、帰国後の国内

作業を経てここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを

願うものです。 

おわりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 26 年 2 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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単位換算表 

面積 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2 （1）

アール a 100

エーカー ac 4,047

ヘクタール ha 10,000

平方キロメートル km2 1,000,000

 
容積 

名称 記号 換算値 

リットル ℓ （1）

ガロン（英） gal 4.546

立法メートル m3 1,000

 
重量 

名称 記号 換算値 

グラム g （1）

キログラム kg 1,000

トン MT 1,000,000

 
 
円換算レート（2013 年 10 月） 
USD（米ドル）1.0=約 97.331 円 
USD 1.0 =約 483.563FCFA（西アフリカフラン） 
FCFA 1.0=約 0.2013 円 
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略 語 集 
 

略 語 正 式 名 称 日  本  語 

2KR Second Kennedy Round/Grant Aid for the Increase 
of Food Production/Grant Assistance for 
Underprivileged Farmers 

食糧増産援助・貧困農民支援1 

ANCAR Agence Nationale pour le Conseil Agricole et Rural 農業農村普及庁 

CICL Comité Interprofessionnel des Céréales Locales 伝統穀物委員会 

CILSS Comité Inter-Etat pour la Lutte contre la Sécheresse 
au Sahel 

サヘル地域の旱魃と闘うための

多国籍委員会 
CNCAS Caisse Nationale de Credit Agricole du Senegal セネガル農業金融公庫 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DAP Di-Ammonium Phosphate 二リン酸アンモニウム 
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1 1964 年以降の関税引き下げに関する多国間交渉（ケネディ・ラウンド）の結果、穀物による食糧援助に関する国際的な枠組

みが定められ、わが国では 1968 年度より食糧援助が開始された。上記経緯からわが国の食糧援助はケネディ・ラウンドの

略称であるKRと呼ばれている。その後、開発途上国の食糧問題は基本的には開発途上国自らの食糧自給のための自助努力

により解決されることが重要との観点から、1977 年度に新たな枠組みとして食糧増産援助を設け農業資機材の供与を開始し

た。本援助は食糧援助のKRの呼称に準じ 2KRと呼ばれている。2005 年度に食糧増産援助は貧困農民支援となり従来の食糧

増産に加え貧困農民・小規模農民に併せて裨益する農業資機材の供与をめざすこととなったが、本援助の略称は引き続き

2KRとなっている。なお、食糧増産援助/貧困農民支援の英名はIncrease of Food Production / Grant Assistance for Underprivileged 
Farmersである。 
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ティブ 
ISRA Institut Sénégalais de Recherches Agricoles セネガル農業研究所 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

JICS Japan International Cooperation System 財団法人  日本国際協力システ

ム 
KR Kennedy Round/Food Aid 食糧援助 
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分） 
PAMECAS Union des Mutuelles du Partenariat pour la 

Mobilisation de l'Epargne et du Crédit au Sénégal 
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et Social 

経済社会開発国家戦略 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景と目的 

１－１－１ 背 景 
日本国政府は、1967 年のガット、ケネディ・ラウンド（Kennedy Round：KR）関税一括引き

下げ交渉の一環として成立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約1に基づき、

1968 年度から食糧援助（以下、｢KR｣という）を開始した。 
一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米または受益国が要請する場合に

は農業物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。

これ以降、日本国政府はKRの枠組みにおいて、コメやムギなどの食糧に加え、食糧増産に必要

となる農業資機材についても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 
1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算をKRから切り離し、「食糧増産援助

（Grant Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援とともに「2KR」と

いう）」として新設した。 
以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力

を支援することが重要である」との観点から、2KRを実施してきた。 
2003 年度から外務省は、2KRの実施に際して要望調査対象国のなかから、予算額、わが国と

の二国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案したうえで供与対象候補国を選定し、JICAに

調査の実施を指示することとした。 
また、以下の 3 点を 2KRの供与に必要な新たな条件として設定した。 
① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務づけと見返り

資金の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 
② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度の意

見交換会の制度化 
③ 現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO等）の 2KRへの参加機会の確保 
さらに、日本国政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自

給に向けた開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援していくこととし、裨益対象

を貧困農民、小農とすることを一層明確化するために、2005 年度より、食糧増産援助を「貧困

農民支援（Grant Assistance for Underprivileged Farmers）」に名称変更した。 
JICAは上述の背景を踏まえた貧困農民支援に関する総合的な検討を行うため、「貧困農民支

援の制度設計に係る基礎研究（フェーズ 2）」（2006 年 10 月～2007 年 3 月）を行い、より効果

的な事業実施のため、制度及び運用での改善案を取りまとめた。同基礎研究では、貧困農民支

援の理念は、「人間の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う食糧増産とともに

貧困農民の自立をめざすことで、食糧安全保障並びに貧困削減を図る」と定義し、農業資機材

の投入により効率的な食糧生産を行う「持続的食糧生産アプローチ」及び見返り資金の小規模

農民・貧困農民への使用を主とする「貧困農民自立支援アプローチ」の二つのアプローチで構

成されるデュアル戦略が提言された。 

                                                        
1 現行の食糧援助規約は1999年に改訂され、日本、米国、カナダなど7カ国、及びEU（European Union：欧州連合）とその加盟

国が加盟しており、日本の年間の最少拠出義務量はコムギ換算で30万トン（MT）となっている。 
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１－１－２ 目 的 
本調査は、セネガル共和国（以下、「セネガル」という）について、2013 年度の貧困農民支

援（2KR）供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集・分析し、要請内容の妥当性を検討す

ることを目的として実施した。 

 
１－２ 体制と手法 

１－２－１ 調査実施手法 
本調査は、国内における事前準備、現地調査、国内解析から構成される。 
現地調査においては、セネガル政府関係者、農家、国際機関、NGO、資機材配布機関/業者

等との協議、サイト調査、資料収集を行い、セネガルにおける 2KRのニーズ及び実施体制を確

認するとともに、2KRに対する関係者の評価を聴取した。帰国後の国内解析においては、現地

調査の結果を分析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 
 
１－２－２ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 佐藤 武明 独立行政法人国際協力機構（JICA） 
国際協力専門員 

計画管理 浦 香織里 独立行政法人国際協力機構（JICA） 
セネガル事務所企画調査員 

貧困農民支援 深澤 友雄 個人コンサルタント 

日仏通訳 岡田 登 財団法人日本国際協力センター 

 
１－２－３ 調査日程 

日順 日付 

日 程 

宿泊地
佐藤（JICA) 浦（JICA) 深澤（コンサルタント） 岡田(通訳） 

1 2013/10/5 土 
成田（EK 319）22:00→ 
04:15 ドバイ  

成田（EK 319）22:00→04:15 ドバイ 機内泊

2 2013/10/6 日 
ドバイ（EK 797）07:55
→14:15 ダカール 

 

ドバイ （EK 797） 07:55→14:15 ダカー

ル 
ダカール

3 2013/10/7 月 

10:00 〈在セネガル JICA 事務所〉 表敬訪問及び協議 

11:30 〈農業農村施設省〉 表敬訪問及び協議 

12:45 〈経済財務省〉 表敬訪問及び協議 

15:00 〈農業農村施設省・農業局〉表敬訪問及び協議 

ダカール

4 2013/10/8 火 

09:00 〈SEDAB〉 協議 

11:00 〈AGROPHYTEX〉 協議 

15:00 〈現地人材派遣会社〉協議 
ダカール

5 2013/10/9 水 
09:00 〈農業農村施設省・農業局〉ミニッツ協議 

15:00 〈世界銀行〉 協議 ダカール

6 2013/10/10 木 
09:00 〈農業農村施設省・農業局〉 ミニッツ協議 

15:00 〈ISRA〉 協議 ダカール
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7 2013/10/11 金 

09:00 〈農業農村施設省・農業局〉 協議及びミニッツ署名 

15:00 〈在セネガル JICA 事務所〉 報告 

16:30 〈在セネガル日本大使館〉 報告 
ダカール

8 2013/10/12 土 資料整理及び補足調査 ダカール

9 2013/10/13 日 
ダカール（EK 798） 
17:45→07:20 ドバイ 

 ダカール（EK 798）17:45→07:20 ドバイ 機内泊

10 2013/10/14 月 ドバイ （EK 312）09:35→   ドバイ （EK 312）

09:35→ 
機内泊

11 2013/10/15 火 →00:01 羽田   →00:01 羽田 帰国

（備考）SEDAB及びAGROPHYTEX：民間肥料取扱会社、ISRA：Institut Sénégalais de Recherches Agricoles（セ

ネガル農業研究所） 
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１－２－４ 面談者リスト 

（1）経済財務省（Ministètre de l’Economie et des Finances） 
Mr. Abdoulaye DIENG  局長補佐（援助検査官） 
Ms. Diop Maguette NDIAYE  プログラム担当官（農業・家畜担当） 

 
（2）農業農村施設省（Ministètre de l’Agriculture et de l’Equipement Rural） 

Mr. Lamine LO 官房長 
Mr. Foustin DAITTA  技術顧問 
Mr. Noriyuki NISHIYAMA  JICA技術顧問 

 
（3）農業農村施設省・農業局（Direction de l’Agriculture） 

Mr. Mamadou DIALLO  局 長 
Mr. Ibrahima Diémé  土壌開発部長 

 
（4）セネガル農業研究所（Institut Sénégalais de Recherches Agricoles：ISRA） 

Dr. Macoumba Diouf 所 長 
Mr. Alioume Fall  科学担当官 

 
（5）SEDAB（ダカール・肥料取扱業者） 

Mr. Moulaye KANDA  代 表 
 
（6）AGROPHYTEX（ダカール・肥料取扱業者） 

Mr. Abdou GUEYE 代 表 
Mr. Oumar Boye  副代表 
Mr. Souleymane NDIAYE  ロジスティック担当責任者 

 
（7）世界銀行セネガル事務所 

Mr. Jean Philippe Tré  シニア農業経済担当官 
 

（8）在セネガル日本大使館 
川田 修平  二等書記官 

 
（9）JICA セネガル事務所 

加藤 隆一  所 長 
柴田 和直  次 長 
砂崎 浩二  所 員 

 



 

－5－ 

第２章 当該国における農業セクターの概況 
 

２－１ 農業セクターの現状と課題 

２－１－１ セネガル経済における農業セクターの位置づけ 
セネガルは 1970 年代以降、主要輸出品であるラッカセイの価格の低迷等により、財政赤字、

国際収支赤字、対外累積債務等の問題を抱え、緊縮財政など本格的な経済再建に着手し、1995
年以降は常に 5％以上の経済成長率を維持してきた。その一方で貧富の差の拡大や、都市の青

年層の失業問題などが深刻な問題となってきている。1994 年 1 月の西アフリカフラン（以下

「FCFA」という）の通貨切り下げ、国営企業の民営化等、さまざまな構造改革を断行するこ

とによって経済は成長基調に乗り、特に近年は民間投資の伸びや海外からの送金の増加も経済

の成長を支えている。近年は平均 5％台の高いGDP成長率を維持し、インフレ率も比較的低く

抑制されるなどおおむね順調なマクロ経済運営を遂げている。一方では積極的なインフラ整備

の推進により財政赤字及び経常収支赤字が上昇する傾向にあり、今般の燃料価格、食糧価格高

騰対策としての補助金支出増加による財政収支への影響が懸念材料となっている。 

このような状況下でセネガル政府が緊縮財政、構造調整、民営化などに努力した結果、経済

は比較的安定成長を維持してインフレも抑えられていたが、近年の石油価格の高騰により、物

価は上昇傾向にある。リン鉱石、観光及びサービス業が主要産業で、2007 年から 2011 年まで

の過去 5 カ年におけるセクター別GDPの推移は表２－１に示すとおりである。 

 
表２－１ セクター別GDP（名目） 

（単位：10 億FCFA） 

セクター 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
2011 年 

実質 GDP の割合

農 業 642.0 838.0 919.0 979.0 872.0 12.89%

鉱 業 52.0 51.0 102.0 118.0 141.0 2.08%

製造業 676.0 738.0 740.0 777.0 869.0 12.84%

電力・ガス・水 136.0 154.0 153.0 171.0 189.0 2.79%

建 設 262.0 263.0 244.0 246.0 272.0 4.02%

商 業 983.0 1,093.0 1,054.0 1,102.0 1,200.0 17.74%

金融・保険他 725.0 822.0 804.8 851.0 917.3 13.56%

運輸通信 591.0 668.0 642.0 666.0 720.0 10.64%

政府サービス 332.0 362.0 369.0 374.0 396.0 5.85%

他サービス業 375.0 404.0 412.0 434.0 459.0 6.78%

実質 GDP 5,408.3 5,994.5 6,033.5 6,381.9 6,766.0 100.00%

GDP 成長率（%） 5.0 3.7 2.4 4.3 2.1 -

総輸出額 802.2 987.9 990.1 1,071.9 1,200.4 -

総輸入額 2,264.1 2,842.5 2,211.9 2,297.6 2,673.2 -

バランス -1,461.9 -1,854.6 -1,221.8 -1,225.7 -1,472.8 -
（出所：Annuaire statistique pour l’Afrique 2013） 
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2013 年アフリカ統計データによれば、国際貿易収支は 2007 年で▲1 兆 4,619 億FCFA（▲2,943
億円）、2009 年は▲1 兆 2,218 億FCFA（▲2,459 億円）、2011 年では▲1 兆 4,728 億FCFA（▲2,965
億円）と赤字が増加傾向にある。 

2007 年から 2011 年までの実質GDPは増加傾向にあるが、GDP成長率は 2007 年が 5.0％であ

ったが、2009 年では 2.4％に低下している。2010 年には 4.3％へといったん増加したが 2011 年

には 2.1％に低下している。セネガル経済における農業セクターのGDPは各年の天候状態に左

右されるものの、2007 年から 2010 年まで順調にGDPが約 52％増加してきたが、2011 年には約

10％の低下傾向がみられる。しかしながら、農業セクターは 2011 年時点では商業の 17.74％、

金融・保険セクターの 13.56％に次ぐ 12.89％を占める主要産業となっており、セネガル経済は

農業に大きく依存している。 
一方、表２－２に示すとおり、総人口に対する農村人口比率は 2012 年時点では 57.0％を占

めており、農業就業人口は総人口の増加に伴い増加傾向にある。農業就業人口比率は年々減少

しているものの、2008 年から 2012 年の過去 5 カ年でも 70％程度の割合となっており、農業セ

クターはセネガルにとって非常に重要なセクターとなっている。1960 年 4 月 4 日の独立時点で

320 万人弱であった人口はこの 40 年間で 1,300 万人を超える規模にまで達している。この間の

年人口増加率の平均はおおむねね 3％に達するほどの勢いである。独立当時、農村部には人口

の約 70％が居住していたが、近年は都市部人口の比率が急増する、いわゆる「都市への人口の

集中」が勢いを増している。しかし、このことは農村部の人口減少を意味するのではなく、年

平均増加率 1.7％で確実に増加していることに変わりはない。主要な民族は、ウォロフ（Wolof）
（44％）、プル（Peul）（23％）、セレール（Serer）（15％）で、そのほかには、トゥクルー

ル（Toucouleur）、マリンケ（Malinké）、ジョラ（Diola）などがある。ウォロフは北部地方、

ティエス（Thiès）、ジュルベル（Diourbel）、カオラック（Kaolack）、サンルイ（Saint-Louis）、

ダカール（Dakar）などの主要都市に住んでいる。プルは元来遊牧の民であったが、現在では

定住化も進み半農半牧畜のプルも増えている。セレールは主としてファティックを中心とする

中西部に住んでおり、ガンビア以南のカザマンス地方にはジョラが多く居住する。 

 
表２－２ 農業就業人口 

（単位：1,000 人） 

項 目 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 

総人口 11,787 12,107 12,434 12,768 13,108

農村人口 6,858 7,011 7,164 7,317 7,469

都市人口 4,929 5,096 5,269 5,451 5,639

農村人口比率（％） 58.2% 57.9% 57.6% 57.3% 57.0%

就業人口 5,093 5,262 5,440 5,626 5,819

農業就業人口 3,742 3,845 3,952 3,832 4,047

農業就業人口比率（％） 73.5% 73.1% 72.6% 68.1% 69.5%
（出所：FAO “FAOSTAT Database”） 

 
セネガルの貿易構造は、基本的に原油工業製品を輸入して農水産品を輸出する典型的な途上

国型となっている。主要な輸出産品は、石油製品、魚介類等の漁業関連品、リン鉱石関連品で
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あり、輸出に占める主要農産物の割合を表２－３に示す。主要輸出農産物は、先に挙げた魚介

類等の漁業関連品のほか、ラッカセイ関連品（油を含む）、綿花、塩である。なかでもリン鉱

石は 2011 年時点で輸出額全体の 34.96％を占める重要産品で、次いでジェット燃料が 21.47％、

魚介類が 19.46％となっており、この 3 つの項目だけで全輸出額の 75.89％となっている。主要

輸出対象国は、マリ、インド、フランス、イタリア、スペインとなっている。 
 

表２－３ 輸出に占める主要農産物 

（単位：100 万FCFA） 

項 目 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
2011 年 

全輸出量に 

占める割合 

リン鉱石 46,959 106,905 69,815 98,481 160,695 34.96%

ガスオイル 88,426 155,651 82,191 134,423 73,378 15.96%

ジェット燃料 27,983 15,004 102,643 78,584 98,694 21.47%

冷凍・魚介類 86,466 58,988 73,531 78,863 89,466 19.46%

天然ナッツ 32,353 7,889 18,141 28,609 37,440 8.14%

合 計 282,187 344,437 346,321 418,960 459,673 100.00%

（出所：Annuaire statistique pour l’Afrique 2013） 

 

２－１－２ 自然環境条件 
セネガルは、西アフリカ、サハラ砂漠西南端に位置（アフリカ大陸最西端）し、日本の本州

ほどの約 20 万km2 の国土を有している。西は大西洋に面し、北はセネガル川によってモーリタ

ニアと国境を接し、東はセネガル川支流のファレメ川によってマリと国境を接し、南はギニア

及びギニアビサウと国境を接している。また、ガンビア川流域には、東西約 300 ㎞にわたり三

方をセネガルに囲まれたガンビア共和国がある。 

セネガルは、主に西サヘル特有の砂ぼこりが多く乾燥した平原地帯で占められる。セネガル

の標高最高地点は南東部のネパン・ジャハ（581m）で、この南東部に位置するファンタジャロ

ン山系の支脈である 500m級の丘陵を除いて平均海抜が 200m以下の平坦な土地が広がっている。

また、主要な河川として、セネガル川、サムール川、ガンビア川、カザマンス川が東から大西

洋に流れ込んでいる。セネガルの国土は、この 4 大河川の流域の沖積層地帯を除き、その大部

分は乾燥が進んだサバンナ地帯となっている。 

セネガルの気候は熱帯乾燥気候で、冬の北東からの季節風と夏の南西からの季節風により、

季節は乾期と雨期で構成されている。夏期には南方のギニア湾から吹いてくる湿った西アフリ

カ・モンスーン（ギニア・モンスーン）の風、冬期にはサハラ砂漠の高気圧から噴き出す北東

～東北東の熱く乾いたハルマッタンの風、さらには両者が交わる熱帯収束帯に加えて、大西洋

沿岸に沿って南下するアゾレス高気圧の海風と四つの気候要素の影響を受けている。気候区分

としては、年間降水量と植物分布の特徴に基づいて南部スーダン地帯、北部スーダン地帯及び

サヘル地帯に区分することができる。最南部のカザマンス地方の年間降水量は、1,000mm以上
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の降雨がある一方、最北部ではわずか 200mmにも満たない。冬期の乾期である 11～5 月の期間

は、大量のダストを含んでサハラ砂漠から吹いてくる熱風ハルマッタンによりひどい高温乾燥

に見舞われる。雨期は 6～10 月で南東モンスーンが南部や沿岸部に降雨（年間降水量は 500～
700mm程度）をもたらす。 

このようにセネガルの国土はアフリカ全体の面積である 3,000万km2のなかの 1％に満たない

広がりではあるが、大西洋に面し、北回帰線（N23°26′）を境とするモンスーンの影響で国内の

自然環境は多様性に富んでいる。海岸沿いの首都ダカールの年間平均気温は 24.7℃、年間平均

最高気温は 27.7℃、年間平均最低気温は 21.7℃、年間降水量は 514mmであるが、内陸部に位置

しているカオラックでは年間平均気温は 28.5℃、年間平均最高気温は 34.6℃、年間平均最低気

温は 22.3℃、年間降水量は 439mmとなっている。地域別降水量及び気温を図２－１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：JAICAF『セネガルの農林業』2013 年 3 月） 
 

図２－１ 地域別降水量及び気温 
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２－１－３ 土地利用条件 
セネガルにおける土地利用状況を表２－４に示す。セネガルの農地面積は 2007 年から 2009

年まで増加し、その後 2011 年まで同面積（48.32％）を保持している。耕作地面積（休閑地を

含む）においても同様の傾向がみられ、農民 1 人当たりの耕作地面積は 2007 年には 0.81haで
あったが、2011 年には 0.96haへと約 19％増加している。 

地域別にみると、サヘル地域及びサヘル・スーダン地域においては、北部では主に放牧によ

る牧畜が行われており、南部では畜産及びラッカセイ栽培に利用されている。スーダン地域及

びスーダン・ギニア地域では、東部において農業及び林業に利用され、中部ではラッカセイ及

び綿花の栽培が行われている。ティエス市周辺では農業及び畜産に利用されているが、特にサ

サゲやキャッサバ栽培に土地が利用されている。 
 

表２－４ 土地利用状況 

（単位：1,000ha） 

土地利用形態 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 

総面積 19,672 19,672 19,672 19,672 19,672 100.00%

 内水面積 419 419 419 419 419 2.13%

 陸地面積 19,253 19,253 19,253 19,253 19,253 97.87%

 農地面積 8,638 9,304 9,505 9,505 9,505 48.32%

  耕作地（休閑地を含む） 
  永年作物 3,038 3,704 3,905 3,905 3,905 19.85%

  耕作地（休閑地を含む） 2,985 3,650 3,850 3,850 3,850 19.57%

  灌漑施設面積 120 120 120 120 120 28.64%

    短年作物 2,035 2,800 3,000 3,000 3,000 15.25%

    休閑地 950 850 850 850 850 4.32%

    永年作物 53 54 55 55 55 0.28%

  草 地 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600 28.47%

  森林地帯 8,593 8,553 8,513 8,473 8,433 42.87%

  その他 2,022 1,396 1,235 1,275 1,315 6.68%

（出所：FAO “FAOSTAT Database”） 
 

セネガルの農業は、地域特性により図２－２に示すとおり 6 地域に分類される。セネガルに

おける地域別の農業特性は表２－５に示すとおりである。 
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（出所：『平成 24 年度貧困農民支援調査（2KR）調査報告書』） 

 

図２－２ 地域区分 

 
表２－５ 地域区分特性 

地 域 該当州 農業特性 
セネガル川流域 サンルイ州北部 ・降水量は多くないが、セネガル川の豊富な水

量と好天に恵まれた自然環境を生かした稲作

を展開 
・コメの二期作も行っており、雨期作は 6～7 月

に播種、9～10 月に収穫。乾期作は 2 月に播種

で 6 月に収穫 
・トマト、スイカ等の野菜やミレット、ソルガ

ムも栽培 
・灌漑農業が行われている。 
・鳥害が頻繁に発生する地域 

ニャイ海岸地域 ティエス州、ルーガ州北

部 
・輸出も視野に入れた野菜栽培中心の小規模農業

・肥沃な土壌と地下水源がある一方、病害虫も

発生しやすい。 
・ラッカセイ、ミレットも栽培 

ラッカセイ盆地

地域 
ルーガ州西部、ジュルベ

ル州、ファティック州、

カオラック州、タンバク

ンダ州西部 

・ラッカセイ大規模単一栽培 
・ミレット、ソルガム、トウモロコシも栽培 
・バッタの被害が頻繁に発生する地域 

放牧地域 ルーガ州、サンルイ州南

東部 
・広大な放牧地域 
・若干ではあるが、ミレット、ソルガム、ラッ

カセイ、キャッサバを栽培 
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中東・南西部地域 タンバクンダ州 ・降水量は比較的恵まれている。 
・ラッカセイ、ミレット、綿花の栽培が盛んで

ある。 
・内陸で交通の便が悪いため、未開地が広範に

残っている。 
・牧畜が盛んである。 

カザマンス地域 ジガンショール州、コル

ダ州 
・降水量が多い。 
・内陸部では、ラッカセイ、ミレット、ソルガ

ム、綿花栽培、沿岸部では稲作が盛んである。

・あぜや用排水路が整備された田はほとんど見

られず、谷地等地形によって灌水しやすい場

所で粗放に行われている。 
・直播による密植栽培で、雑草が多いうえ、登

熟のばらつきも多い。 
・雨期作で、6～7 月に播種、9～10 月に収穫 

（出所：『平成 23 年度貧困農民支援調査（2KR）調査報告書』） 

 
セネガルの全地域における灌漑可能面積は、セネガル川流域に広がる 24 万haといわれており、

そのうち、約 50％に当たる 12 万ha（2011 年）が灌漑整備されている。しかしながら実際には、

その半分以下の 3 万 5,000～4 万haしか有効活用されていない。特にセネガル川流域では、設備

の維持管理が不十分であることや水管理技術が未熟であることが影響し、土壌中の塩分が表土

に現れる塩害が拡大している。セネガル北部の乾燥地域では地方道に沿って集落が点在してお

り、セネガル南部の水源涵養域に地方都市の密度が高い状況となっている。このような状況の

なかで新たな農地の開墾が進むとすれば、貴重な水源涵養能力が減少する一方で、半乾燥域の

土地の劣化が進む状況となることが懸念される。 
 
２－１－４ 食糧事情 
（1）食糧生産の状況 

セネガルにおける主要作物の年別の生産状況を表２－６に示す。セネガルの農業はセネ

ガル川流域の稲作灌漑地帯を中心に行われてきており、それ以外の地域では基本的に天水

依存農業であるために、森林の消失や砂漠化の進行による土壌の劣化、病気、害虫や鳥に

よる被害の発生など、農業環境は極めて厳しく、収穫量も自然条件により毎年大きく変動

していて不安定である。表２－６（その１及びその２）に示すとおり、1996/1997 年～

2012/2013 年の穀物合計データでは、年ごとによる農地面積の増減があり、生産量も一定

しておらず、増加する人口に見合う食糧確保が困難な状況となっている。 
セネガルの作物栽培は、雨期におけるミレット、ソルガム、コメなどの食用作物とラッ

カセイや綿花などの換金作物及び乾期におけるトマト、キャベツ、ジャガイモ、タマネギ

などの野菜栽培に大別される。セネガル川流域の灌漑整備地域で行われている稲作栽培地

域を除いて、これらの作物栽培は、伝統的な天水依存型農業であるために、その生産量は

年により増減が激しく安定的な収量を確保できない状況である。近年では異常気象や降雨

量の極端な増減がみられるために、セネガル国内の食糧供給基盤はいまだ安定していると
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はいい難い現状となっている。2007/2008 年は、雨期が遅れたうえに降雨期間も短かった

ため、コメを除いた天水依存型農耕法による作物収穫量に影響があり、穀物全体の単収が

722kg/haと前年より約 20％減少した。また、2010/2011 年では灌漑施設が整備されている

コメの農地面積、生産量及び単収も増加しているが、天水に依存しているトウモロコシ、

ミレット、ソルガムの生産量は前年度に比較して減少しており、穀物全体における農地面

積、生産量、単収も同様に減少している。2011/2012 年においても天水農業に依存して栽

培を行っているミレット、ソルガムの農地面積、生産量が低下している。2012/2013 年に

おいては、主要作物であるコメ、トウモロコシ、ミレット、ソルガムの農地面積及び生産

量は前年に比較して増加しているが、フォニオの農地面積と生産量は低下している。 

 
表２－６ 主要作物栽培面積、生産量及び単収（その１） 

年 

コ メ トウモロコシ ミレット 

農地面積

（ha） 

単 収

（kg/ha） 

生産量

（MT）

農地面積

（ha） 

単 収

（kg/ha）

生産量

（MT）

農地面積

（ha） 

単 収

（kg/ha） 

生産量

（MT）

1996/1997 62,616 2,336 146,274 84,913 1,199 120,757 971,643 801 778,421

1997/1998 69,404 2,788 193,477 62,178 969 60,281 821,238 519 426,481

1998/1999 45,405 2,720 123,519 53,714 825 44,339 766,495 558 427,844

1999/2000 130,000 2,800 364,000 70,440 939 66,132 1,007,462 670 675,000

2000/2001 83,980 2,273 190,928 70,715 1,111 78,593 842,124 713 600,221

2001/2002 87,944 2,773 243,907 88,399 1,204 106,422 801,074 587 470,105

2002/2003 76,822 2,300 176,672 107,441 728 78,194 819,580 506 414,820

2003/2004 87,814 2,640 231,805 175,575 2,283 400,909 857,458 733 628,426

2004/2005 73,925 2,666 197,095 145,830 2,898 422,623 665,962 569 379,166

2005/2006 97,779 2,960 289,424 143,039 2,796 399,958 800,763 760 608,551

2006/2007 83,388 2,547 212,377 130,461 1,392 181,585 748,311 661 494,345

2007/2008 80,312 2,408 193,379 143,769 1,101 158,266 686,892 464 318,822

2008/2009 125,329 3,257 408,219 216,517 1,835 397,326 883,619 767 678,171

2009/2010 139,388 3,602 502,104 211,585 1,553 328,644 1,051,668 770 810,121

2010/2011 147,208 4,103 604,043 121,235 1,538 186,511 1,033,157 787 813,295

2011/2012 109,177 3,717 405,824 109,517 1,133 124,092 770,803 617 480,759

2012/2013 135,129 4,644 627,516 150,240 1,591 238,960 817,471 811 662,614

（出所：『平成 25 年度貧困農民支援要請書』） 
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表２－６ 主要作物栽培面積、生産量及び単収（その２） 

年 

ソルガム フォニオ 穀物合計 

農地面積

（ha） 
単 収

（kg/ha） 
生産量

（MT）
農地面積

（ha） 
単 収

（kg/ha）
生産量

（MT）
農地面積

（ha） 
単 収

（kg/ha） 
生産量 
（MT）

1996/1997 148,646 922 137,052 7,872 65 515 1,275,690 927 1,183,019

1997/1998 154,476 766 118,297 5,284 88 465 1,112,580 718 799,001

1998/1999 201,756 593 119,574 3,001 495 1,485 1,070,371 670 716,761

1999/2000 230,196 641 147,444 4,469 683 3,053 1,442,567 870 1,255,629

2000/2001 165,394 869 143,750 2,128 500 1,064 1,164,341 871 1,014,556

2001/2002 174,724 804 140,477 1,383 558 772 1,153,524 834 961,683

2002/2003 198,653 575 114,174 1,840 478 880 1,204,336 652 784,740

2003/2004 208,363 911 189,787 2,000 483 966 1,331,210 1,091 1,451,893

2004/2005 168,096 788 132,400 2,647 540 1,430 1,056,460 1,072 1,132,714

2005/2006 149,173 965 143,989 2,176 576 1,253 1,192,930 1,210 1,443,175

2006/2007 159,063 761 121,003 1,450 613 889 1,122,673 900 1,010,199

2007/2008 155,919 646 100,704 1,984 538 1,068 1,068,876 722 772,239

2008/2009 249,297 1,009 251,515 6,795 651 4,425 1,481,557 1,174 1,739,656

2009/2010 240,425 936 224,956 4,146 744 3,085 1,647,212 1,040 1,713,455

2010/2011 174,264 933 162,599 1,649 833 1,374 1,477,513 1,210 1,787,822

2011/2012 135,960 639 86,865 2,448 709 1,735 1,136,916 967 1,099,279

2012/2013 143,871 969 139,972 1,796 834 1,497 1,248,507 1,338 1,669,960

（出所：『平成 25 年度貧困農民支援要請書』） 

 
2011/2012 年における穀物の地域別生産状況は表２－７に示すとおりで、2009/2010 年の

穀物生産量と比較して栽培面積、生産量及び単位収量のすべてが減少している。コメは北

部のセネガル川流域に位置するサンルイ州（77％）及びマタム州（7％）を中心に南部の

カザマンス川流域のジガンショール州（5％）、コルダ州（4％）及びセディウ州（4％）

で栽培され、トウモロコシはカオラック州（25％）、コルダ州（16％）で生産が盛んでセ

ネガル全土で栽培されており、ソルガムはミレットに次ぐ穀物として多くの地域で生産さ

れている。ミレットはダカール州及びケドゥグ州を除いてカオラック州（21％）、ファテ

ィック州（19％）及びカフリン州（18％）を中心にほぼ全土で広く食用作物として生産さ

れている。しかしながら、2010/2011 年と 2011/2012 年の生産量を比較してみると、コメ、

トウモロコシ、ミレット及びソルガムの生産量が減少している。なかでもコメ及びトウモ

ロコシが▲33％と減少割合が大きくなっている。 
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表２－７ 地域別穀物生産量 

州 名 

コ メ トウモロコシ ミレット ソルガム 

栽培面

積（ha） 

単 収

（kg/ha）

生産量

（MT） 

栽培面

積（ha）

単 収

（kg/ha）

生産量

（MT）

栽培面積 

（ha） 

単 収

（kg/ha）

生産量

（MT） 

栽培面積 

（ha） 

単 収

（kg/ha）

生産量

（MT）

ダカール - - - 381 890 339 - - - 126 579 73

ジュルベル - - - 447 568 254 104,204 608 63,308 2,221 619 1,374

ファティック 1,158 3,144 3,641 15,042 1,166 17,545 155,185 596 92,524 9,432 751 7,086

カオラック 844 1,662 1,403 20,343 1,513 30,769 118,178 836 98,797 8,343 548 4,572

コルダ 8,036 1,967 15,805 15,865 1,289 20,453 22,166 785 17,406 20,873 740 15,454

ルーガ - - - 2,887 618 1,783 65,383 241 15,759 1,420 358 509

サンルイ 48,749 6,446 314,234 5,332 2,500 13,330 10,921 258 2,820 421 69 29

タンバクンダ 714 3,796 2,710 18,657 630 11,756 39,517 625 24,706 37,487 600 22,492

ティエス 9 1,222 11 819 463 379 79,320 553 43,852 8,774 887 7,782

ジガンショール 20,292 1,028 20,866 558 731 408 6,717 580 3,899 106 736 78

マタム 4,845 5,973 28,938 1,043 1,076 1,122 24,897 201 5,015 12,519 493 6,170

カフリン 571 1,082 618 19,410 843 16,360 119,452 729 87,096 28,174 596 16,791

ケドゥグ 739 1,107 818 4,339 1,433 6,216 181 901 163 2,650 806 2,135

セディウ 23,219 720 16,718 890 3,796 3,378 33,682 755 25,415 3,420 677 2,315

（2011/2012） 

合計（1） 
109,176 3,717 405,762 106,013 1,171 124,092 779,803 617 480,760 135,966 639 86,860

（2010/2011） 

合計（2） 
147,208 4,103 604,043 121,235 1,538 186,511 1,033,157 787 813,295 174,264 933 162,599

増減比率 

（1）/（2）（%） 
-26% -9% -33% -13% -24% -33% -25% -22% -41% -22% -32% -47%

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 

（2）食糧自給状況 
2008 年から 2012 年までのセネガルにおける各国からの食糧援助状況は、表２－８に示

すとおりである。2012 年の穀物全体の援助量は 4 万 126MTでそのうち主食であるコメの

援助が 3 万 9,516MTで 98.5％を占めている。これはセネガルでは主食であるコメの生産は

自然状況によりその収穫量が左右され、かつ人口増加に伴う国内消費量を国内生産量で賄

いきれないことに起因している。 
 

表２－８ 食糧援助状況（2008-2012年） 

（単位：MT） 

年 穀物全体 コ メ マメ類 野菜オイル 
2008 16,667 13,199 3,266 1,879 
2009 26,628 16,690 1,345 2,105 
2010 24,443 16,100 11,000 18,040 
2011 8,151 856 5,500 5,501 
2012 40,126 39,516 160 100 

（出所：FAO “FAOSTAT Database”） 
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2007 年から 2009 年の過去 3 カ年における主要穀物の需給状況を表２－９に示す。穀物

全体の自給率は 2007 年で 25.62％であったが 2008 年には 64.34％、2009 年には 68.25％へ

と増加している。これは､1 人当たりの年間供給量は 169.9kgから 168.5kgとほぼ一定である

ことから、穀物収量の増加に起因しているものと考えられる。主食であるコメ及びトウモ

ロコシも同様の傾向がみられ、特に 2007 年におけるコメの自給率が 12.29％と低水準にな

っており、不足分は輸入及び他ドナーからの食糧援助に依存している。一方、ソルガムの

自給率は 2007 年が 71.55％であったが、2008 年では 167.5％、2009 年には 152.9％と非常

に安定している。ミレットについても同様に 2008 年では 150.76％、2009 年には 175.61％
と高い自給率となっている。セネガル政府はコメの自給率を改善すべく、2008/2009 年に

は「食糧大増産計画（Grande Offensive Agricole pour la Nourriture et l’Abondance：GOANA）」

を策定し、現在では農業 5 カ年プログラム（Programme Agricole Quinquennal 2013-2017：
PAQ）に従って、食糧自給を達成し、生産物の市場へのアクセスと市場での競争性を高め

るため、農業の近代化と集約化を図ることをめざしている。 
 

表２－９ 主要穀物の需給状況（2007-2009年） 

（単位：MT） 
穀物名 穀物全体 コ メ トウモロコシ 

年 2007 年 2008 年 2009 年 2007 年 2008 年 2009 年 2007 年 2008 年 2009 年 

生産量（a） 707,844 1,603,718 1,701,709 193,379 408,219 502,104 158,266 397,326 328,644

輸入量 1,635,629 1,573,892 1,374,872 1,602,098 1,512,961 1,151,762 101,617 111,563 120,706

在庫調整 60,966 -635,531 -469,006 -223,882 -313,433 -37,313 135,294 -58,824 0

輸出量 105,730 49,457 114,247 110,768 30,378 140,741 1,532 1,205 195

国内消費（b） 2,762,868 2,492,643 2,493,473 1,572,846 1,577,369 1,475,811 429,749 393,957 396,852

 ・飼 料 25,500 26,000 26,000 0 0 0 12,000 12,000 12,000

 ・種 子 45,761 50,685 46,176 8,057 9,757 10,305 5,694 5,290 3,031

 ・ロス、廃棄 113,899 212,706 223,707 12,961 27,519 29,749 18,410 34,204 30,297

 ・食品加工 5,000 3,659 3,111 2,000 1,206 1,206 0 0 0

 ・食 糧 2,298,708 1,993,007 2,040,125 1,460,828 1,342,021 1,297,909 393,645 342,463 351,524

 ・その他利用 274,000 206,586 154,354 89,000 196,866 136,642 71,000 54,905 52,304

自給率（a/b） 25.62% 64.34% 68.25% 12.29% 25.88% 34.02% 36.83% 100.86% 82.81%

年間供給量（kg/人） 169.9 169.1 168.5 114.6 113.9 107.2 73.0 80.0 80.0

 

穀物名 ミレット ソルガム フォニオ 

年 2007 年 2008 年 2009 年 2007 年 2008 年 2009 年 2007 年 2008 年 2009 年 

生産量（a） 318,822 678,171 810,121 100,704 251,515 224,956 1,068 4,425 3,085

輸入量 0 21,659 1,184 20 16,301 16,301 16 65 47

在庫調整 75,000 -250,000 -35,000 0 -1,176,447 -94,118 0 0 0

輸出量 8 0 0 0 10 12 163 620 299

国内消費（b） 497,618 449,827 461,306 140,745 150,159 147,128 921 3,869 2,833

 ・飼 料 13,500 14,000 14,000 0 0 0 0 0 0

 ・種 子 28,302 31,550 30,995 6,326 7,213 5,228 65 124 49

 ・ロス、廃棄 62,002 107,966 124,642 16,695 44,580 40,185 63 260 185
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 ・食品加工 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 ・食 糧 393,814 296,311 291,669 100,724 98,366 101,715 793 3,485 2,599

 ・その他利用 62,000 0 0 17,000 0 0 0 0 0

自給率（a/b） 64.07% 150.76% 175.61% 71.55% 167.50% 152.90% 115.96% 114.37% 108.90%

年間供給量（kg/人） 70.0 69.0 66.0 18.0 23.0 23.0 0.0 1.0 1.0

（出所：FAO “FAOSTAT Database”） 

 
西アフリカ周辺 5 カ国における栄養摂取状況は表２－10 で示すとおりで、2006～2008

年においてセネガルは周辺国と比較して栄養不足人口が 230万人でその割合は 19％と特に

高くなっている。2008 年における 1 人 1 日当たりのエネルギー摂取量でもセネガルは

2,469kcalで、周辺 5 カ国のなかで最低値となっている。 
 

表２－10 栄養摂取状況 

国 名 
栄養不足人口（百万人） 栄養不足人口割合（%）

1 人 1 日当たりエネル

ギー摂取量（kcal） 

2000-2002 2006-2008 2000-2002 2006-2008 2002 2008 

ガンビア 0.3 0.3 21 19 2,340 2,476

ギニア 1.7 1.6 20 16 2,475 2,663

マ リ 1.9 1.5 18 12 2,267 2,573

モーリタニア 0.2 0.2 8 8 2,731 2,834

セネガル 2.6 2.3 26 19 2,222 2,469

（出所：FAO The State of Food Insecurity in the World 2006, 2011, FAO “FAOSTAT Database”） 

 
（3）肥料流通事情 

セネガルにおける肥料流通状況を表２－11 に示す。2009 年には 2 万MTの尿素が流通し

ているが、現在セネガル国内には肥料製造工場はないために、作物栽培に必要な肥料の全

供給量を諸外国からの輸入に依存している。以前はインド系資本のICS（Industries Chimiqus 
du Sénégal）社及びSENCHIM社がDAP（Di-Ammonium Phosphate：二リン酸アンモニウム）

及びNPK（Nitrogen, Phosphate and Potassium：窒素・リン酸・カリ）の製造と尿素の輸入を

行っていたが、2006 年ごろより財政上の問題により経営破綻している。その一方、近年で

は肥料輸入販売業者として小規模ながら運営されてきた一般の民間会社であるSEDAB社

（2011 年度 2KR及び 2012 年度 2KR肥料の取扱会社）、TSE社、AGROPHYTEX社（ベルギ

ーのROSIER社と提携）が設立されており、SEDAB社とTSE社でセネガルの肥料市場シェ

アの 9 割以上を占めている。各社ともに農業局、農民協同組合、大規模農園などからの肥

料調達要請に応じてしだいにセネガル国内の肥料を調達及び販売するようになってきて

いる。 



 

－17－ 

表２－11 肥料流通状況 

（単位：MT） 

年 
DAP 尿 素 

国内生産 輸 入 輸 出 国内生産 輸 入 輸 出 

2002 0 87 0 0 2,076 0

2003 6,133 0 0 0 20,606 0

2004 8,308 0 0 0 57,823 0

2005 30,522 0 0 0 18,888 0

2006 4,787 0 0 0 0 0

2007 27,531 0 0 0 0 0

2008 13,800 0 0 0 22,075 0

2009 0 7,864 1,564 0 20,000 12,365

2010 0 2,264 2,392 0 0 0

2011 0 0 0 0 0 0

（出所：FAO “FAOSTAT Database”） 
 

2009/2010 年における州別肥料販売量を表２－12 に示す。化学肥料は農民にも広く認知

されており、ラッカセイ、ササゲ、野菜類などの換金作物栽培や、生産量の拡大に力を入

れているコメでは多く利用されている。その一方、ミレットやソルガムなどの主に自給用

の伝統的な穀物栽培における使用は少ない状況となっている。これは栽培面積が広く肥料

を投入する資金が確保できないことや伝統的に天水依存による粗放栽培が定着している

ためと考えられる。このような状況下における肥料販売状況は、セネガル川流域で稲作栽

培が盛んなサンルイ州とマタム州の 2 州だけで尿素販売量の約 76％を占めており、続いて

トウモロコシやラッカセイなどの栽培地帯となっているファティック州、カオラック州及

びカフリン州が約 15％を占め、残りの肥料がその他 9 州で販売されている。 
 

表２－12 州別肥料販売量（2009/2010年） 

（単位：MT） 

州 名 
NPK(6-20-10) NPK(15-15-15) NPK(15-10-10) 尿 素 

配布量 販売量 在庫量 配布量 販売量 在庫量 配布量 販売量 在庫量 配布量 販売量 在庫量

ダカール 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ジュルベル 1,040 864.15 176 0 0 0 551.85 542.85 9 0 0 0

ファティック 985 949 36 805 625 180 260 260 0 825 750 75

カオラック 1,922 1,922 0 2,655 706 1,949 189 189 0 850 850 0

コルダ 1,110 1,022 88 1,184 918 266 177 175 2 440 438 2

ルーガ 680 512 168 0 0 0 147 96.2 51 20 20 0

サンルイ 85 79 6 34  34 55 50 5 8,715 8,679 36

タンバクンダ 894 662 232 1,045 180 865 255 154 101 450 226 224
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ティエス 660 491 169 26  26 381 346 35 156 131 25

ジガンショール 88 66 22 173 156 17 18 17 1 92 81 11

マタム 30 26 4 260 70 190 180 20 160 1,569 1,111 458

カフリン 2,700 2,603 97 3,008 1,324 1,684 299 299 0 400 387 13

ケドゥグ 44 17 27 164 93 71 0 0 0 66 52 14

セディウ 550 517 33 240 237 3 50 50 0 118 118 0

合 計 10,788 9,730 1,058 9,594 4,309 5,285 2,563 2,199 364 13,701 12,843 858

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 
セネガル政府は、2002/2003 年から国家予算（農業農村施設省）の措置により農業資機

材（肥料、農薬、種子、機材等）を多くの小規模農民にも配布・販売するために補助金制

度（2005/2006～2010/2011 では 50％の補助率）を導入している。しかしながらセネガル政

府では財政上の問題から、補助金付き肥料の販売量は、2013 年においては需要量 15 万MT
に対して約 3 万MTとなっている。その一方、ラッカセイや綿花等輸出商品作物を取り扱

っている公社やセネガル川流域の稲作地帯における大規模農家は政府の補助制度に頼ら

ず、状況に応じて独自に肥料取扱業者に発注し調達することもある。このような特殊なケ

ースを除いて、セネガルで流通している肥料のほとんどはセネガル政府の補助制度を受け

て小規模農民に対して販売・使用されている。肥料補助金制度の概要は以下のとおりであ

る（図２－３参照）。 
① 肥料補助制度に割り当てられる予算が決定されたのち、国際市場価格や補助割合を

考慮しながら、補助金付き肥料量を決定する。 
② その数量に基づき入札を行い、調達・販売業者及び統制価格を決定する。 
③ 補助金付き肥料量は、全需要量を賄いきれていないことから、地域ごとに割り当て

を決めて、購入対象者を厳選し、購入できる量を調整している。州村落開発局

（Direction Régionale du Développement Rural：DRDR）及び県村落開発事務所（Service 
Départemental du Développement Rural：SDDR）は、農業局が決定した州ごとの割当

量に基づき、村落共同体ごとの割り当てを決める。各村落共同体（Communauté rurale）
では、割当量に基づき、郡知事（sous préfet）を議長とした農業普及機関や生産団体・

組合で構成された配布委員会で裨益者及びその割当量を決定する。 
④ 調達・販売業者は独自の販売網を使いながら、村落レベルまで肥料を輸送し、配布

委員会で認定された裨益者にその割当量を販売する。 
⑤ 調達・販売業者は裨益者から肥料販売代金を回収する。 
⑥ 補助金部分は、裨益者への販売を証明する資料〔配布リスト、輸送書類、購入者の

身分証明書写し、地方配布委員会（村落共同体）の受領確認書及び販売確認書〕を

政府に提出することにより、支払いを受けている。 
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（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 

図２－３ 補助金付き肥料販売フロー 

 

2KR肥料は基本的には補助金付き肥料の枠組みで販売される予定である。ただし、肥料

取扱業者は農業農村施設省が実施する一般競争入札（輸送費用及び肥料代金の回収業務に

かかわる費用）により決定される。また、肥料取扱業者は農民から回収する肥料販売代金

の全額をセネガル政府が管理する見返り資金口座に振り込み、その後、セネガル政府から

肥料取扱業者に対して契約金額が支払われることになる。2KR肥料の配布体制は図２－４

のとおりである。 

⑦補助金の支払い 
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（出所：ミニッツ和訳をベースに調査団が作成） 

図２－４ 2KR肥料販売フロー 

 
表２－13 に 2005 年から 2011 年までの補助金付き肥料の販売量を示す。補助金額が明示

されている 2005 年から 2009 年までに実施された平均値を求めると、セネガル政府の国家

予算から 66 億FCFAが補助金として割り当てられている。2005 年では尿素のみに補助金

41.7 億FCFAが付いているので、1MT当たりの補助金は、約 34.2 万FCFA（1kg当たり約

342FCFA）に相当している。 
 

表２－13 補助金付き肥料販売量（2005-2011年） 

年 
NPK（MT） 尿 素

（MT） 
合 計

（MT） 
補助金額

（億 FCFA）6-20-10 15-15-15 15-10-10 10-10-20 9-23-30 18-46-0
2005 - - - - - - 12,200 12,200 41.7
2006 10,000 6,000 4,000 5,000 - 4,500 12,000 41,500 42.5
2007 8,039 9,421 2,488 4,495 3,427 6,157 24,459 58,486 78.0
2008 14,308 9,537 2,631 928 2,901 2,821 25,116 58,242 90.5
2009 10,788 9,593 2,563 3,000 2,000 0 13,701 41,645 77.3
2010 9,130 8,103 3,663 5,000 3,000 0 20,000 48,896 -
2011 13,350 9,230 5,866 - - 0 - 28,446 -

合 計 65,615 51,884 21,211 18,423 11,328 13,478 107,476 289,415 330.0
平均値 10,936 8,647 3,535 3,685 2,832 3,370 17,913 41,345 66.0

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 
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表２－14 に補助金付き肥料の農民に対する販売価格を示す。2006/2007 年から 2009/2010
年の期間においてセネガル政府は補助率を 50％に設定して農民に肥料販売を行っている。 

 
表２－14 補助金付き肥料の対農民販売価格変遷 

（単位：FCFA/kg） 

肥料区分 適用作物 
付加価値税 18%を削除した 50%の政府補助金 

2006/2007 2007/2008 2008/2009 2009/2010

NPK(6-20-10) ラッカセイ・ゴマ 71.20 109.50 140.00 145.60

NPK(15-15-15) トウモロコシ 97.98 135.00 190.00 170.20

NPK(15-10-10) ミレット・ソルガム・フォニオ 82.26 91.87 135.00 150.60

NPK(9-23-30) コ メ 110.86 131.35 210.00 199.00

NPK(10-10-20) トマト 89.06 120.00 180.00 188.50

DAP 園芸作物・キャッサバ 108.26 189.00 199.00 - 

尿 素 すべての穀物栽培 125.16 128.15 140.00 130.00

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 
一方、セネガル政府による補助金が付いていない肥料価格は表２－15 に示すとおりであ

る。同表は尿素とNPKのみの聞き取り調査結果（2012 年度）であるが、小売店は農民が肥

料を購入しやすくするために尿素やNPK（10-10-20）の場合は 2kg単位で販売している。 
 

表２－15 補助金なしの肥料小売価格 

肥料の種類 肥料販売地域 肥料販売重量
（kg/袋） 

小売価格（FCFA/
袋） 

kg 当たりの肥料
価格（FCFA） 

尿 素 サンルイ州 2 1,200 600 

NPK (10-10-20)  サンルイ州 2 1,200 600 

NPK (15-15-15) カオラック州 50 15,000 300 

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 
セネガル政府は、各地域に配置されている農業農村普及庁（Agence Nationale pour le 

Conseil Agricole et Rural：ANCAR）の農業普及員に農民レベルでの肥料需要量調査を行わ

せており、その結果を各州のDRDRが取りまとめて翌年の肥料需要量の予測として農業局

に報告している。表２－16 は、2013 年 10 月におけるセネガル全土における肥料需要量を

示している。NPK、DAP及び尿素といった肥料のうち、農民に一番利用されている肥料は

尿素であり、その需要予測量は 2 万 7,378MTとなっている。 
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表２－16 肥料需要予測量（2013年10月） 

肥料の種類 適用作物 需要予測量
（MT） 

NPK (6-20-10) ラッカセイ 23,754 

NPK (15-15-15)  トウモロコシ 10,800 

NPK (15-10-10) ミレット・ソルガム 13,024 

尿 素 ラッカセイ以外の全作物 27,378 

DAP コ メ 2,000 

（出所：農業局） 

 

２－１－５ 農業セクターの課題 
セネガルは農業セクターのGDPが 14.8％（2009 年）を占める農業国である。セネガルにおけ

る農業は、伝統的作物でありかつ耕作面積の 80％を占めるミレットとラッカセイ生に特徴づけ

られる。主要穀物は、ミレット、ソルガム及びコメである。そのなかでもコメはセネガルの主

食として重要な位置を占めているが、2009 年の年間生産量 40 万MTは、国内消費量 147.6 万MT
をカバーすることはできず、コメ自給率は約 34％という状況である。そのため、セネガル政府

はこの差を埋めることに重点を置いている。さらにコメの輸入量は全穀物の輸入量の大半を占

めていることから、農民のコメ生産量の増大が目下の課題である。 
セネガルは年間降水量が 500mmから 700mmのサヘル地域に属しており、不安定な気候に

加え近年は降雨量が減少していることから、農業に必要な用水量の確保が最大の課題となっ

ている。降雨量が少ないなか、主要河川であるセネガル川やカザマンス川の水資源を持続的に

有効活用することが重要である。しかしながら灌漑設備が整備されているのは 2011 年でわず

か 1.26％であり、セネガルの大部分の農地では天水依存型農業により作物栽培が行われている。

このような状況下で食糧安全保障を確保するためには、灌漑整備、改良種子、肥料投入など、

農業の生産性向上が必要不可欠である。 
表２－17 は 1995 年から 2009 年までの 5 年ごとの主要穀物（コメ、トウモロコシ、ミレット、

ソルガム）における栽培面積、生産量、単位収量の推移を示している。コメの栽培面積、収量

及び単収は灌漑施設の整備とともに年々増加傾向にあるものの、天水依存農業を行っているト

ウモロコシは年により栽培面積、収量及び単収の変化があり、ミレットの単収及びソルガムの

生産量はほぼ一定の状態にある。 
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表２－17 主要穀物生産の収量推移 

穀物名 項目（単位） 1995 年 2000 年 2005 年 2009 年 

コ メ 

栽培面積（1,000ha） 69 86 98 139

生産量（1,000MT） 155 202 279 502

収量（10kg/ha） 225 235 285 360

トウモロコシ 

栽培面積（1,000ha） 98 71 143 212

生産量（1,000MT） 107 79 400 329

収量（10kg/ha） 109 111 280 155

ミレット 

栽培面積（1,000ha） 891 842 801 1,052

生産量（1,000MT） 667 600 609 810

収量（kg/ha） 748 713 760 770

ソルガム 

栽培面積（1,000ha） 148 165 149 240

生産量（1,000MT） 127 127 127 127

収量（10kg/ha） 86 770 854 530

上記全穀物 

栽培面積（1,000ha） 1,206 1,164 1,191 1,643

生産量（1,000MT） 1,056 1,008 1,415 1,768

収量（kg/ha） 234 366 436 363

肥料消費量（尿素）（MT） 200 100,562 121,735 148,437

（出所：FAO “FAOSTAT Database”） 
 

また、肥料の確保とその補助金制度も検討すべき課題である。肥料の価格が年々上昇傾向に

あるなか、クレジット制度を利用できる農民は肥料を購入することができるが、利用できない

農民は必要な肥料を購入することができないことになる。そのため、セネガル政府は補助制度

を導入し、多くの農民が必要な肥料を購入できるようにしている。その一方、セネガル政府は

肥料統制価格の 50％という高い補助率に設定していることから、毎年、多額な政府予算が必要

となっている。 
 

２－２ 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

２－２－１ 貧困の状況 
セネガルにおける貧困削減計画としては、第 2 次貧困削減戦略文書（Document de Stratégie de 

Réduction de la Pauvreté 2：DSRP 2, 2006-2010）、経済社会政策文書（Document de Politique 
Economique et Sociale：DPES, 2011-2012）が策定され、現在はこれらの後継として経済社会開

発国家戦略（Stratégie Nationale de Développement Economique et Social：SNDES, 2013-2017）が

2012 年 11 月に策定されている。骨子は①成長・生産性・富の創出、②人的資源・社会保障・

持続開発、③ガバナンス・制度・平和・安全の 3 項目について設定され、貧困削減を図るもの

である。 
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SNDES では、農業分野の達成目標、畜産分野の達成目標及び食糧安全保障分野の達成目標

に区分され、①農業生産量の向上と農業生産性の改善、②農業セクターのマネジメントシステ

ムの改善など、それぞれ具体的な目標内容（２－３ 上位計画を参照）を掲げている。 
セネガルでは、1 人当たりのカロリー摂取量を貧困の指標として使用しており、2,400kcal/人

/日を貧困ラインとしている。表２－18 に 2001～2011 年の貧困率の現状値と 2012～2017 年に

おける計画目標値の推移を示す。年々少しずつ貧困率は改善されてきているものの、都市部（ダ

カール）の貧困率が過去 10 年間（2001～2011 年）で、38.1％から 26.2％へと 11.9％も減少し

ている一方、ダカール以外の都市部では 45.2％から 41.3％へと 3.9％、農村部では 65.2％から

57.3％へと 7.9％の減少となっていることから、都市部（ダカール）と農村部の格差は広がって

いるものと思われる。 
 

表２－18 貧困率の推移 

（単位：％） 

区 分 
現状値 目標値 

2001 年 2005 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年

都市部 
（ダカール） 38.1 28.1 26.2 25.0 24.0 23.0 22.0 21.0 20.0 

都市部 
（ダカール以外）

45.2 41.4 41.3 40.0 37.5 35.2 33.5 31.0 30.2 

農村部 65.2 59.0 57.3 56.0 53.2 50.0 48.0 45.0 40.0 

国全体 55.2 48.3 46.7 45.4 44.0 42.5 41.0 39.5 37.9 

（出所：Poverty Reduction Paper 2012） 

 
セネガルにおける家計調査（ESPS-II 2011）に関する貧困意識の調査が実施され、その最終

報告書が 2013 年 5 月に作成されている。この報告書で示されている貧困率については、表２

－19 のとおりである。この表によれば 2011 年におけるセネガル全体の貧困率 46.7％に対して、

これより高い水準となっていたのは、コルダ州の 76.6％、ケドゥグ州 71.3％、セディウ州 68.3％、

ファティック州 67.8％及びジガンショール州の 66.8％である。特にコルダ州、ケドゥグ州、セ

ディウ州、ジガンショール州など安全面に問題のある地域や、内陸の農産品の換金性が低い地

域であるタンバクンダ州、カオラック州、ファティック州において、60％以上の人々が貧困に

相当している。ダカールは意識調査による貧困率では最も低いものの、人口が多いことから、

貧困と意識している人数が最も多い地域である。なお、貧困率は前述の貧困ライン以下の人口

比率を表し、貧困ギャップは同貧困ラインからの差を示したものである。 
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表２－19 州別貧困率 

州 名 貧困率（%） 貧困ギャップ（%） 

ダカール 26.1 5.8 

ジガンショール 66.8 26.6 

ジュルベル 47.8 13.0 

サンルイ 39.5 11.8 

タンバクンダ 62.5 21.7 

カオラック 61.7 19.5 

ティエス 41.3 10.5 

ルーガ 26.8 5.7 

ファティック 67.8 21.7 

コルダ 76.6 35.5 

マタム 45.2 14.1 

カフリン 63.8 21.2 

ケドゥグ 71.3 27.4 

セディウ 68.3 23.5 

セネガル全土 46.7 14.5 

（出所：Deuxieme Enquete de Suivi de la Pauvrete au Senegal, ESPS-II 2011） 

 
２－２－２ 農民分類 

表２－20 に州別の農家規模を示す。セネガル川流域のコメの生産地帯でかつ肥料消費量が一

番多いサンルイ州では、灌漑整備された圃場で稲作を行っているために 1 戸当たりの平均が

1.46haと小さくなっている。しかしながら、伝統的な天水依存型農業によりラッカセイ、ミレ

ット及びソルガムなどを栽培しているルーガ州、ジュルベル州、ファティック州、カオラック

州、タンバクンダ州などは、1 戸当たりの平均農地面積が約 4haを超えている。カオラック州

の 1 戸当たりの平均農地面積が突出しているのは、大規模農家が多いためである。 
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表２－20 州別農家規模 

州 名 
農 家 1 戸当たりの平均 

農地面積（ha） 戸数（戸） 国全体に対する割合（％）

ダカール   5,038   1.15 0.50 
ジュルベル  39,545   9.05 4.73 
サンルイ  66,665  15.25 1.46 
タンバクンダ  40,927   9.36 4.02 
カオラック  66,766  15.28 8.01 
ティエス  63,712  14.58 3.22 
ルーガ  49,060  11.23 4.74 
ファティック  51,135  11.70 4.55 
コルダ  54,189  12.40 4.14 
計 437,037 100.00 4.31 

（出所：『平成 23 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 

また、表２－21 はセネガルにおける耕作面積別による農家戸数と耕作面積の合計を示してい

る。これは 1998 年に実施された国勢調査（10 年間に 1 回の割合で実施予定）に基づいたデー

タではあるが、その後、現在に至るまで新規に国勢調査が実施されていない。セネガルでは天

水依存農業が大部分を占めているために、降雨範囲により耕作面積は異なるが、1ha未満の耕

作面積を所有している農家が一番多く 20.94％を占めている。次に 1～2haの 16.53％、2～3ha
の 13.24％と続き、4～5haまでの累積比率は 70.01％を占めている。農業局では小規模農家の定

義として、所有農地面積が 5ha以下の農民としている。セネガルにおいては、5haの農地は 1 家

族2が 1 年間の食糧を最低限確保できる面積とされており、彼らが自家消費できるだけの作物を

得ることができるようにすることを目標としている。 
 

表２－21 耕作面積別による農家戸数（1998 年国勢調査による） 

面積区分 農家数 比率（%）
累積比率

（%） 合計耕作面積（ha） 

1 ha 未満 91,532 20.94 20.94 45,383 

1 - 2 ha 72,226 16.53 37.47 106,628 

2 - 3 ha 57,849 13.24 50.71 143,782 

3 - 4 ha 47,413 10.85 61.56 164,653 

4 - 5 ha 36,951 8.45 70.01 164,804 

5 - 7 ha 51,053 11.68 81.69 302,905 

7 - 10 ha 39,617 9.06 90.76 329,166 

10 - 20 ha 34,326 7.85 98.61 458,886 

20 ha 以上 6,071 1.39 100.00 161,477 

合 計 437,037 100.00 - 1,877,684 

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

                                                        
2 セネガルの農村地域では一夫多妻制が主流となっており、実質的には2～3家族分の大きさに相当する。 
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２－２－３ 貧困農民、小規模農民の課題 
セネガルはアフリカのなかでも最も貧しい国（World Bankによる 2009 年時の 1 人当たり購買

力平価は 1,817 ドルで 177 カ国中 144 位）の一つで、外貨獲得となる主要な天然資源に乏しく

一般的な社会開発も恵まれた状況にはない。2012 年時点における農業労働人口比率は 69.5％と

高い農業国であるものの、主要穀物の供給状況が低いために常に食糧援助を外国ドナーに依存

せざるを得ない状態である。貧困率は改善されつつあるものの、都市部と農村部の格差が生じ

ており、全人口の 46.7％（2011 年時点）が貧困生活を強いられている。 
セネガルの農業生産は、灌漑面積率が 1.26％（2011 年）となっている現状からも明らかなよ

うに、降雨をはじめとした自然条件に大きく依存していることに特徴がある。気象条件や立地

条件などの自然環境の影響を大きく受ける粗放的農業が主流であるために、農業生産性は不安

定で資本の投入が抑えられた家族を単位とした小規模農業経営が一般的である。それでも労働

力が豊富であった時代は、不十分な技術力、生産基盤、投入材を労働力で補っていたものの、

現在は、農村からの若者の流出などに伴う労働力の減少が農業生産性の低下に拍車をかけてい

る状況となっている。セネガルでは農業の近代化を図るために農業機械の活用を計画している

が、表２－22 に示すとおり輸入台数が少なく、その価格も高額であるために北部のセネガル川

流域でコメを栽培している地域を除いて、購買力が乏しい小規模農民が購入することは困難な

状況である。小規模農民が使用料のみを支払う農業機械の賃耕という形式もあるが、農民間に

よる使用時期の重複があり、またオペレーターによる適切な機械操作や維持管理が十分ではな

いために、農業機械が故障することも発生している。農業機械の使用料は作物の収穫後に支払

われるために、諸原因により収量減少時には小規模農民の所得が少なくなり使用料の支払いが

滞ることがある。さらに農業機械の現地代理店によるアフターサービス、修理工場及びスペア

ーパーツの不足など多くの問題点を抱えていることから、あまり普及されていないのが現状で

ある。 
 

表２－22 農業機械の輸入状況 

年 農業トラクター コンバイン 

 輸入台数（台） 輸入額（US$） 輸入台数（台） 輸入額（US$） 

2003 148 1,924,000 N/A N/A

2004 187 2,694,000 4 110,000

2005 1,189 9,849,000 10 90,000

2006 415 6,730,000 19 555,000

2007 190 4,822,000 2 208,000

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 
このように小規模経営による粗放的農業が主流である以上、どのようにして少ない資本に適

した新たな生産技術や農業投入材の導入、市場へのアクセス確保を図るかが重要となっている。 
また、セネガルでは伝統的な天水依存型農業が主流であるために、その年の降雨量状況やバ

ッタの襲来などの害虫被害により収穫量が大きく左右され、ミレット、ソルガム等の雑穀類の
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収穫に大きな影響を与えている。セネガルにおいて、作物の生産性向上は地域住民の食糧不足

を解消するために欠かせないが、そのひとつの手段として、肥料投入は必要不可欠である。セ

ネガル政府は、多くの小規模農民が肥料を購入しやすくするために補助金（政府 50％負担）を

付ける政策を行っているが、国家予算には限度があり、さらに補助金付き肥料の数量も限られ

ているために、必要な時期に十分な数量を確保できない農民も存在しており、すべての農民に

対して平等に必要な肥料を配布できていない状況となっている。 
 

２－３ 上位計画（農業開発計画） 

２－３－１ 国家上位計画 
2000 年以来、セネガル政府は農業状況を立て直すため、さまざまな国家戦略・国家計画を策

定し適切な行動をとり続けている。現在までの国家戦略としては以下のとおりまとめることが

できる。 
① 貧困削減戦略文書（DSRP 1：Document de Stratégie de Réduction de la Pauvreté）2003-2005

年 

② 貧困削減戦略文書（DSRP 2：Document de Stratégie de Réduction de la Pauvreté）2006-2010
年 

③ 経済社会政策文書（DPES：Document de Politique Economique et Sociale）2011-2012 年 
④ 経済社会開発国家戦略（SNDES：Stratégie Nationale de Développement Economique et 

Social）2013-2017 年 
現在のセネガルにおける国家上位計画は上記④のSNDESであり、上記③のDPESを受け継ぐ

形となっている。このSNDESは、2013 年から 2017 年までの国の経済社会開発全般に係る戦略

を示しており、その骨子には、①成長・生産性・富の創出、②人的資源・社会保障・持続的開

発、③ガバナンス・制度・平和・安全の 3 項目が設定されている。農業分野は①成長・生産性・

富の創出に位置づけられており、農林畜産基本法（Loid’Orientation Agro-Sylvo-Pastorale：
LOASP）に従って農業開発を進めることで国の経済と社会開発に貢献するものと明記されてい

る。農業分野の達成目標としては、①生産の増加と生産性の改善及び②農業セクターけん引シ

ステムの改善が挙げられており、食糧安全保障分野の達成目標では、コメの自給率向上、食糧

の多様化、インフラ整備・灌漑設備・研究開発の発展による生産性の改善の重要性を指摘しな

がら、①食糧危機の予防と管理システムの強化及び②健全で栄養豊かな食糧へのアクセス改善

となっている。また、成長促進戦略（Stratégie de Croissance Accélérée：SCA）では目標成長率

を最低 7％に設定して国内外からの投資、とりわけ成長ポテンシャルが高い分野への投資促進

を図るとしている 

 
２－３－２ 農業開発計画 

農業開発国家プログラム（Programme National du Développement Agricole：PNDA）は 2007 年
から 2012 年の農業開発プログラムであり、4 項目の目標に対し、7 つの優先的活動が設定され

ている。 

PNDAの後継プログラムが農業 5 カ年プログラム（ Programme Agricole Quinquennal 
2013-2017：PAQ）であり、PNDAの概要及びPAQの骨子案は表２－23 のとおりである。 
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表２－23 PNDA概要及びPAQ骨子案 

名称 区 分 内 容 
PNDA 目 標 ①農業・農産物加工の多様化と競争力の強化 

②農産品、農産物と加工品の生産環境の改善 
③飲料水の確保 
④農業資機材及び農村・農業水利インフラへのアクセス改善 

優先的活動 ①水管理、②インフラ開発、③土壌改善、④生産の集約化と多様化、⑤

市場原理への統合、⑥専門技術の強化、⑦研究・普及・資金アクセスな

ど環境改善 
PAQ 目 的 食糧自給を達成し、生産物の市場へのアクセスと市場での競争性を高め

るため、農業の近代化と集約化を図ること 

重点項目 ①農業の機械化、②水管理の推進、③食糧の生産と食糧安全保障への貢

献、④農用地問題の解決、⑤農業研究や農業指導の充実、⑥農産物の加

工と市場化の推進 

具体的目標 ①機械化委員会設置、現地に適した農業機械の選定システム設置、機械

購入用クレジットの導入 
②セネガル川流域で新規整備 2 万 500ha、拡張整備、改修、塩害対策、

点滴灌漑、給水施設活用 
③コメの年間平均生産量を 2017 年に 142 万MTにする 
④土地使用権明示など土地改革の実施、使用権所有者からの権利譲渡に

係る契約形態の確立 
⑤研究者の育成、若手農業者への研修実施 
⑥農産物利用方法の開発、ラベリング技術向上 

必要予算 総額 1 兆 6,167 億FCFA、全国の灌漑整備が必要予算全体の 41％、食糧

の生産と食糧安全保障への貢献が 32％を占めている 

（出所：『セネガル国農業・農村開発セクター基礎調査報告書 2013 年 5 月』） 

 
前述の国家上位計画、農業基本政策に従い、各分野には具体的な戦略を示したプログラムが

あり、GOANA（食糧大増産計画）、DSRP（貧困削減文書）、SCA（成長促進戦略）、LOASP（農

林畜産基本法：2004 年に可決した農業・林業・畜産の方針に係る法案）が挙げられる。一方、

農業計画としては、REVA （農業回帰計画：Plan de Retour Vers l’Agriculture）、PNAR（コメ自

給国家プログラム： Programme National d’Autosuffisance en Riz）、農業特別プログラム

（Programme Spéciaux de Filières Agricoles）、畜産開発に向けた新たなイニシアティブ（Nouvelle 
Initiative Sectorielle pour le Développement de l’Elevage）が挙げられる。 

これらは以下のとおりまとめられる。 

 

（1）食糧大増産計画（Grande Offensive Agricole pour la Nourriture et l’Abondance：GOANA）

2008～2012 年 

Wade前大統領が推進していた政策で、セネガルにおける農業生産の持続的増産と食糧安

全保障を確保するために、2008 年に食糧自給・飢饉の回避・生産拡大を目的とする同計画

を策定したものである。このGOANAでは人口増加に見合う食糧の供給確保を急務とし、
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穀物、野菜、商品作物等すべての農産物の増産目標値を設定し、その実現のための肥料、

種子、農業機械等の購入補助、植物防除の実施支援、灌漑整備等を行ったが、新政権発足

以降（2012 年 3 月）は自然消滅した形となっている。 
 

（2）コメ自給国家プログラム（Programme National d’Autosuffisance en Riz：PNAR）2009～2012
年 
PNARは 2009 年に策定された稲作開発の国家戦略であり、量的目標と質的目標を設定し

ている。セネガルの稲作形態を灌漑稲作と天水稲作に区分し、それぞれの制約要因を明ら

かにしたうえで、実施すべき方策を示している。既にプログラム適用期間は過ぎているた

め更新作業を行うとしている。量的目標では 2012 年に白米 100 万MTを国内生産し、その

うち 80 万MTは灌漑稲作、20 万MTは天水稲作での生産をめざしている。質的目標として

は国内流通に耐えられ、かつ輸入品と競合できる品質を確保することが述べられている。

コメは、セネガル国民の食生活にとって欠かせない主要作物であるが、近年の人口増加に

伴い、食糧の需要は増大し、輸入に頼らざるを得ない状況となっている。セネガルは西ア

フリカでも最もコメの消費量の多い国（消費量は 107.2kg/年/人）の一つとなっている。国

際連合食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations：FAO）データ

によれば、1995 年に 81 万 3,673MTであった消費量は 2009 年には 147 万 5,811MTと約 1.8
倍に増大している一方、国内生産量は、消費量の 34％程度をカバーするのみとなっている。 

 
（3）農業回帰計画（Plan de Retour Vers l’Agriculture：REVA）2006～2015 年 

REVAの目的は、若者と女性（特に移民、帰還民）を農産地にとどめ、農業生産の拡大

につなげようというものであり、SCA及び貧困削減戦略の実施手段と位置づけられる。

REVAにおける受益者を増加させて農村からの人口流出を抑えることがねらいである。農

業への回帰を奨励し、土地に定着させることができた段階で、次のステップとして農業収

入を持続的に向上させ、食糧の安全保障を図ることが求められる。 
 

（4）園芸 5 カ年プログラム（Programme Quinquennal Horticole：PQH）2013～2017 年 
PQHは、食糧安全保障の改善、輸出の促進、貧困削減への貢献、生産者の収入の向上を

めざした、収量と栽培面積の向上を通じた野菜栽培の促進を目的としている。2017 年の生

産目標としてジャガイモ：対 2011 年比で 380％、タマネギ同 187％、トマト同 187％、ニ

ンジン同 234％、バナナ同 188％、マンゴー同 187％、ビサップ同 437％の増収をめざして

いる。 
 

（5）表流水と塩害土壌の持続的管理に係る国家戦略（Stratégie Nationale de Gestion Durable des 
Eaux de Ruissellement et de la Salinisation des Terresdu Sénégal：SNGDERST）2013～2027 年 
SNGDERSTは、限られた資源である表流水の活用と塩害対策による土壌保全を通じた食

糧安全保障と富の創設への貢献をめざした、15 年にわたる長期的な戦略である。表流水の

活用及び塩害土壌の拡大を防ぐことで、栽培面積の増大を図り、農業生産増加と貧困削減

を実現するとしている。具体的な内容としては、貯水池と塩害防止堰の建設と補修、貯水

池と塩害防止堰の設置により確保した水と土地の活用及び表流水と塩害対策に係る持続
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的管理の改善が挙げられる。 
 
（6）食糧安全保障計画 

セネガルにおける食糧安全保障は、気象や土壌など厳しい自然状況下において作物収量

が不安定な天水依存型農業基盤及び諸外国からの食糧輸入のうえに成り立っている。しか

し、食糧危機に対するセネガル政府のマネジメント、ドナーによる食糧支援に対する対応

などにより、同国内では食糧難民は出ていないことから、食糧安全保障に対する短期的な

対応策は機能していると考えられる。しかしながら、気象状況や害虫、害鳥の襲来などの

要因により作物生産量が減少して食糧不足に陥る地域が発生することがある。また、政府

は食糧危機に直面してから緊急的に対応策を検討するなどしていることから、食糧安全保

障の確立に向けては中長期的な枠組みづくりが必要と思われる。 
2010 年 12 月に国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF）が策定したPRSPの年

間進捗報告書（Poverty Reduction Strategy Paper Annual Progress Report）において、食糧安

全保障について次のとおり記述している。 
① 食糧不足を解決するために、コメの自給率の向上、食糧の多様化及び食糧生産の有

効利用を通して中期的に貧困と飢餓を絶滅することをめざして、人々が適切な栄養

と健康が維持できるようにする。しかるに食糧安全保障政策は農業の近代化に関連

して灌漑整備の促進など、重要なコンポーネントを含む適切な農村開発プロセスを

図ることが必要である。農業生産性の改善は、農村地域に直接経済、貧困の減少と

ビジネス環境の改良に貢献できるように、地方インフラ、農業研究などに公共投資

も必要となる。 
② コメの輸入は、稲作地帯の圃場整備地区及び高い収益をもたらしている国産米の価

格への影響もあると考えられる。また、天水に依存する低生産性の農業については、

地方経済を活性化させるために市場流通の改善、モニタリングや早期警報システム、

リスクに対する効率的な対策及び外国市場などを考慮することが必要である。 
③ 以下の目的は、これらの戦略を実施する際に求められる。 

・改善及び調和した骨組みの活用を含めて、早期警戒システムと農業のマーケット

インフォメーションシステムの強化を通じて、食糧安全保障を確保するために食

糧危機防止とマネジメントシステムを強化する。 
・食物多様性を促進し、食物の腐食を少なくすることにより、栄養になる食物と健

康へのアクセスを改善する。 
 
２－３－３ 本計画と上位計画との整合性 

現在のセネガルにおける国家上位計画となっているSNDESでは、農業分野における達成目標

として、①生産の増加と生産性の改善及び②農業セクター牽引システムの改善が掲げられてお

り、コメの自給率向上が最優先事項としている。さらにこの国家上位計画に基づいて、より具

体的なビジョンを示している農業開発国家プログラム（PNDA）では優先的活動として農業資

機材及び農村・農業水利インフラへのアクセス改善が掲げられ、農業 5 カ年プログラム（PAQ）

においても食糧自給の達成を目的として、セネガル川流域で新規に 2 万 500haの圃場整備を推

進させるとともに農業の持続的な経済成長を図り、コメの年間平均生産量を 2017 年までに 142
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万MTに増収することなどを具体的な目標としている。セネガル国内のコメ自給率は 12.29％
（2007 年時点）と低い状況にあるが、2009 年には 34.02％と増加してきている。これはセネガ

ル政府が農民に対して肥料を購入しやすくするために補助金制度の継続を謳っており、肥料の

供給に特に力を注いでいることも要因のひとつとなっている。PNARでは増大する食糧の需要

に対応するために、2012 年に白米 100 万MTを国内生産し、そのうち 80 万MTは灌漑稲作、20
万MTを天水稲作での生産をめざしている。また、REVAではセネガルの基幹産業である「農業

セクター」の開発を軸にして推進させ、農村人口の流出を抑えて貧困削減戦略として位置づけ

ている。一方PNARでは、セネガルで大量に消費されているコメの生産量を増加させて、少し

でもコメの輸入量を減少させて貿易収支で赤字となる支払い金額を抑えることを目標に掲げ

ている。 
このように本計画は、セネガルの上位計画（PNDA/PAQ/PNAR/REVA）の主旨に基づいて肥

料の調達に係る資金を供与することで、自給率の向上及び食糧不足を解消することに寄与する

ものである。また、セネガルにおける農業生産力の向上を図り、食糧保障を強化することは最

優先事項のひとつとなっており、本計画はセネガルの上位計画に合致している。 
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第３章 当該国における2KRの実績、効果及びヒアリング結果 
 

３－１ 実 績 

セネガル向け 2KRの供与額は、表３－１に示すとおり累計で 233.03 億円である。2001 年以前

は、肥料、農薬及び農業機械が供与額の大部分を占めていたが、2003 年度以降の調達品目は肥料

（尿素）のみとなっている。 
 

表３－１ 2KR実績 

（単位：億円） 

年 1978-1998 1999 2000 2001 2003 2008 2009 2011 2012 合 計

E/N 額 202.82 5.00 4.00 4.00 2.71 3.90 3.80 2.90 3.90 233.03

品 目 肥料/農薬/
農機/車両 

肥料/農薬/
農機 

肥料/農薬/
農機/車両 

肥料/農薬/
農機/車両

肥 料

（7,167MT）
肥 料

（8,956MT）
肥 料

（9,103MT）
肥 料

（6,081MT） 
肥 料

（8,082MT）
- 

E/N：Exchange of Notes（交換公文） 

（出所：外務省ホームページ） 

 
2011 年度 2KRで調達された肥料（尿素 6,081MT）は、2013 年 2 月にダカール港に到着し、表

３－２に示すとおり農作物の播種期に合わせてセネガル全土に配布されている。調達された肥料

6,081MTのうち、4,134MT（68％）が販売され、1,947MT（32％）の在庫が確認された。これは翌

年の作付けに合わせて配布される予定である。セネガルの作期（コメ）は 6～9 月と 2～5 月の 2
回あり、在庫分は 2014 年のこの作付け前（2～5 月）に配布されることになる。 

 
表３－２ 2011年度2KR配布状況 

州 県 配布量（MT） 配布割合（％） 

サンルイ 
ダガナ 2,433 40 

ポドール 1,216 20 

ファティック フンジュン 1,216 20 

カオラック ニオロ 1,216 20 

- 合 計 6,081 100 

（出所：農業農村施設省） 

 
一方、2012 年度 2KRで調達された肥料（尿素 8,082MT）は、2013 年 12 月にダカール港に到着

予定となっている。サンルイの稲作地帯を中心に 2014 年の作付け前（6～9 月）に配布されるこ

とになり、その配布計画は表３－３のとおりである。 
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表３－３ 2012年度2KR配布計画 

州 県 配布量（MT） 配布割合（％） 

サンルイ 

ダガナ 5,700  71 

ポドール  340   4 

小 計 6,040  75 

マタム 

カネル  300   4 

マタム  200   2 

小 計  500   6 

ファティック 

ファティック  380   5 

フォンドゥギゥ 1,020  13 

小 計 1,400  17 

カオラック 

カオラック   52   1 

ニオロ   90   1 

小 計  142   2 

- 合 計 8,082 100 

（出所：SEDAB） 

 
３－２ 効 果 

３－２－１ 食糧増産面 
農業生産は自然条件、土壌条件などのさまざまな外的要因に左右されるために、2KRの貢献

部分だけを取り出し定量的に評価することは困難である。表３－４はISRAが土壌状況に応じて

主要穀物を対象にした場合の施肥基準を示し、表３－５はセネガル北部における稲作地帯にお

いてSAED（Société Nationale d’Aménagement et d’Exploitation des Terres du Delta du Fleuve 
Sénégal et des Vallées：セネガル川デルタ地帯・セネガル川ファレメ川流域整備開発公社）が規

定している施肥基準を示している。ISRAへの聞き取り調査によれば、セネガルにおける一般的

な施肥量は、栽培作物の品種により異なるが 120～200kg/haが必要と設定している。NPKと尿

素の 2種類の肥料を使用している農民はセネガル全体の 14％程度であるが、気候及び土壌条件、

作物品種、改良種子の利用などが同一と設定した場合には収量は 40％の増加が見込まれるとの

ことであった。したがってもろもろの前提条件があるものの、2KRで調達される肥料は収量増

加の手段のひとつとして有効であり、貧困農民を対象にして安定的な食糧を確保することが可

能となりその効果が期待できる。 
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表３－４ 作物別施肥基準 

作 物 

F1（軽度投入） F2（中度投入） F3（重度投入） 

施肥種類 施肥量（kg/ha） 施肥種類 施肥量（kg/ha） 施肥種類 施肥量（kg/ha）

コ メ 
NPK（8-18-27） 100 NPK（8-18-27） 150 NPK（8-18-27） 250 

尿 素 50 尿 素 100 尿 素 200 

トウモロコシ 
NPK（8-18-27） 100 NPK（8-18-27） 200 NPK（8-18-27） 300 

尿 素 100 尿 素 200 尿 素 300 

ミレット 
NPK（14-7-7） 150 NPK（10-21-21） 150 NPK（10-21-21） 150 

尿 素 - 尿 素 100 尿 素 150 

ソルガム 

NPK（14-7-7） 150 NPK（10-21-21） 150 NPK（10-21-21） - 

    NPK（8-18-27） - NPK（8-18-27） 250 

尿 素 - 尿 素 100-150 尿 素 200 

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 
表３－５ コメ施肥基準 

作 物 施肥時期 尿素施肥量

（kg/ha） 備 考 

コ メ 

①播種 120 地中に施肥を行う 

②播種後の肥料投入 合計 250-300 肥料投入量を 3 回に分けて施肥を行

う 
 （第 1 回目）播種から 23 日後 100-120 40％相当 

 （第 2 回目）播種から 40～60 
  日後 100-120 40％相当 

 （第 3 回目）開花 10 日前 50 - 60 20％相当 

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

 
３－２－２ 貧困農民、小規模農民支援面 

セネガル政府による肥料（NPKと尿素）の補助金額及び政府補助率を表３－６に示す。ダカ

ールにあるISRAでは、前述のとおりさまざまな土壌区分や作物区分による肥料の施肥量を規定

しているが、貧困農民及び小規模農民は個人の財政状況から施肥基準に沿った必要量を購入す

ることが困難となっている場合がある。そのため、セネガル政府は多くの農民が肥料を購入で

きるようにするために政府が補助金を付けて安価にして販売している。この表によると、補助

金率は最低でも 50％としており使用頻度が比較的高い尿素では 68.83％と高い数字になってい

る。2KR肥料の販売価格もこの金額に準拠して配布されており、民間の肥料販売会社の商業活

動及び経営を圧迫しないように政府により肥料販売価格は統制されている。しかしながら、セ

ネガル政府の補助金政策は予算措置の限度があるために、需要量をすべてカバーすることは困

難であり、また施肥を行う時期にタイムリーに肥料配布をすることにも支障を来している。肥

料価格は政府補助金が付いていることから大きな価格変動はないが、作物販売価格は基本的に

市場の需給バランスにより変動する。これは豊作年や収穫期においては作物価格が下落するが、
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不作年や農閑期には価格が上昇する傾向にあり、各地域で組織されている農協や販売業者によ

る作物の保管方法や加工技術が向上すれば、作物価格の上昇時に市場で販売することも可能と

なり、得られる利益は小規模農民に還元され農家所得面における支援も期待できる。 
 

表３－６ 政府による肥料補助金額及び補助率 

肥料名 一般小売販売価

格（FCFA/kg） 
政府補助金額

（FCFA/kg） 

政府補助金付き

販売価格

（FCFA/kg） 
政府補助率（％）

NPK（6-20-10） 298.50 178.50 120 59.80 

NPK（15-15-15） 362.25 202.25 160 55.83 

NPK（15-10-10） 316.00 196.00 120 62.03 

NPK（9-10-20） 412.00 216.00 196 52.43 

NPK（10-10-20） 368.50 184.50 184 50.07 

尿 素 385.00 265.00 120 68.83 

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 
 

３－３ ヒアリング結果 

３－３－１ 裨益効果の確認 
今回の現地調査では日程の関係上、農民インタビューができなかったが、セネガル政府及び

関係機関との協議から、セネガルでは肥料のニーズが高く小規模農民は作物栽培に肥料を活用

して収量の増加が期待できることが確認できた（付属資料４．ヒアリング結果参照）。しかし

ながら、セネガルでは肥料補助制度に充当できる国家予算（平均約 66 億FCFA）は限られてお

り、補助金付き肥料の全配布量も約 5.5 万MTが限度で、このうち、尿素に限れば約 1.8 万MT
しか農民に販売されていない。このように補助金付き肥料は数量が限られていることから、各

農民に対する割り当ての決定において、購入したくても十分な数量が購入できない農民が出て

いる。したがって、2KRの肥料は貧困農民及び小規模農民を対象にして配布することにより、

そのギャップが解消されかつ長期的には食糧の自給率が向上することが期待されている。 
セネガルでは特に主食であるコメの国内生産量が消費量に比較して不足しており、自給自足

が困難で恒常的に諸外国から輸入せざるを得ない状況にあり、食糧安全保障の確保が最重要課

題となっている。国家上位計画であるSNDES、農業開発計画であるPAQやREVAでも作物生産

量の向上を大きな目的として掲げている。セネガルの国際貿易収支は慢性的に赤字となってお

り、このような状況で全肥料を輸入に頼っているため、外貨支援という観点からも 2KRが貢献

していることになる。2011 年度 2KR肥料は、コメの大生産地帯であるサンルイ州（60％）を中

心に配布される一方、主要穀物であるトウモロコシの生産地帯であるカオラック州（20％）及

びファティック州（20％）に対しても肥料が配布されている。2012 年度 2KR肥料についてはコ

メの生産地帯であるマタム州を対象地域として追加して肥料配布が予定されており、肥料は作

物生産において必要不可欠となっている。 
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３－３－２ ニーズの確認 
セネガルにおける栽培作物別の投資計画（Plan d’Investissement 2011-2015）を表３－７に示

す。この投資計画では、国内総生産に占める農業セクターの割合を 2005 年では 13.28％、2010
年では 16.38％、2015 年では 20.29％、2020 年では 21.53％と計画して、食糧生産量の増加をめ

ざしている。栽培作物別では、コメの単収を 2010 年の 3,232kg/haから 2020 年には 6,680kg/ha、
同様にトウモロコシの単収では 2010 年の 1,856kg/haから 2020 年には 3,622kg/haへの増加を目

標としていることから、肥料の投入をはじめその他灌漑整備や改良種子の普及は必要不可欠と

なっている。 
 

表３－７ 作物別単収及び投資計画 

栽培作物 
単収 （kg/ha） 生産量 （百万ドル） 

2005 年 2010 年 2015 年 2020 年 2005 年 2010 年 2015 年 2020 年

コ メ 2,960 3,232 4,838 6,680 202 715 1,251 2,138

トウモロコシ 2,796 1,856 2,691 3,622 401 545 687 1,061

ミレット/ソルガム 792 1,025 1,434 1,876 450 1,135 1,378 1,889

ラッカセイ 911 1,022 1,251 1,470 626 1,053 1,097 1,157

（出所：Plan d’Investissement 2011-2015） 
 

セネガル国内には肥料製造工場がないために必要な肥料を全量輸入している状況で、さらに

財政事情から、セネガル政府が肥料の全需要量を輸入して補助金を付けることは困難である。

そのため、肥料の需要量に対する供給量の補完、政府財政の負担軽減という観点から 2KRによ

る肥料調達の貢献度は非常に大きいと考えられる 
 
３－３－３ 課 題 

セネガル国内で対象地域に配布される 2KR肥料のモニタリング及び評価を行うためには、現

在各州に配置されている農業普及員が小規模農民に対して聞き取り調査（栽培面積、栽培作物、

収量）を実施している既存システムを利用して行うのが最良と考えられる。そのためには、以

下の作業にかかわる活動費用が必要と想定されるので、セネガル政府による予算措置を講じる

ことが不可欠である。 
① コミュニティ委員会によるモニタリング実施体制の策定（対象村落のリストアップ、調

査内容、期間、方法、調査人員の確保） 
② 農業普及員が調査実施において必要な経費の措置（移動費用、雇人費の手当て） 
③ 想定調査内容（所有農地面積、栽培作物の種類と収量、肥料投入量） 
④ 聞き取り調査データの整理（村落→郡→市→県→州村落開発局） 
⑤ 農業農村施設省に報告書の提出（報告書作成） 
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第４章 案件概要 
 

４－１ 目標及び期待される効果 

セネガルにおける作物栽培は、北部地域のセネガル川流域の稲作地帯を除いて、天水依存型農

業であるためにその収量は自然環境の影響を受けやすい状況となっている。さらに害虫や害鳥に

よる被害もあり食用作物の収量が不安定な状態であり、都市部と農村部の貧困格差が広がる傾向

にある。FAOデータによれば、2012 年におけるセネガルの総労働人口は 581.9 万人で、このうち

農業にかかわる労働人口は 404.7 万人で全体の 69.5％を占めているが、農業基盤は脆弱であるた

めに農家の収入は安定せず、農民の多くは貧困から脱却できない状況で、農村部から都市部への

人口流出もみられる。また、主要食用穀物であるコメの自給率は 2009 年で 34.02%、同様にトウ

モロコシは 82.81%となっているために、不足分は他ドナーからの支援や輸入に大きく依存してい

る。このような状況において、農民の所得増加、食糧輸入量の減少並びに国家財政負担の軽減の

ため、食糧増産はセネガルにとって最も優先度の高い課題として位置づけられている。 
セネガルは、現在農業 5 カ年プログラム（PAQ、2013-2017）を策定しており、食糧自給を達成

し、生産物の市場へのアクセスと市場での競争性を高めるために農業の近代化と集約化を図るこ

とを目的として、食糧安全保障及び農民の収入向上をめざしている。セネガル川流域では新規に

2万 500haの灌漑整備を推進することにより、2012/2013年で 62.7万MTのコメの年間生産量を 2017
年には 142 万MTへと収量の増加を図ることを重点項目に置いている。 

セネガルは、2002/2003 年から肥料の販売価格の 50％以上に相当する補助金付き肥料販売制度

を導入して、購買力が十分とはいい難い多くの小規模農民に対して肥料の投入を行うことを促進

している。しかしながら、政府の予算措置にも限度があり、かつ肥料の配布量が限られているた

め、十分な量を購入できない農民も存在している。 
このような状況の下、2KRにより調達される肥料は、セネガル政府の財政的負担を軽減し、上

述の補助金の付いた価格と同額で農民に対して販売されることから、より多くの小規模農民に対

して肥料へのアクセスを供給することにつながり、食糧増産に欠かせない肥料の確保を支援する

ことで、食糧安全保障を確保することが期待されている。 
 

４－２ 実施機関 

2KRの実施機関は、2002 年度に農薬支援が停止されるまでは農業農村施設省植物防除局であっ

たが、2006 年 6 月より農業農村施設省農業局（Direction de l’Agriculture）が実施機関として 2KR
業務を担当している。また、DRDRは村落共同体ごとの割当量を決定する役割を担っている。図

４－１に農業農村施設省の組織図を示す。 
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（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 
図４－１ 農業農村施設省組織図 

 
技術顧問は政治任用ポストであるために、大臣が代わればこれらポストの人材も交代すること

になるが、次官、農業技術顧問は農業農村施設省のポストであり、大臣人事とは直接的なつなが

りを有していない。中央の技術機関は次官直属で 8 部署が設置されており、各州には農業農村施

設省の地方機関として農村開発地方局が設置されている。同局は地方における同省のすべての施

策を担っており、農業局や植物防除局などと同列とされている。また、公共機関と公社は大臣直

属の機関であり、公社は民間企業や生産者からの出資を受けている点が公共機関との相違点であ

る。公社のSUNEORはラッカセイ油の精製、SAEDはセネガル川流域の灌漑整備と営農事業、

SODAGRIはカザマンス地方の灌漑整備と営農事業、SODEFITEX は東部における綿花の栽培と加

工事業、ANCAR は全国における農業技術普及事業を担っている。農業農村施設省の職員数（公

共機関と公社を除く）は 702 名で、うち 571 名が正規職員である。正規職員の 51％は首都ダカー

ルに勤務しており、農業生産の現場に近い部署への職員配置が少ない状況となっている。 
2013 年のセネガルの予算額は 2 兆 5,311 億 1,600 万FCFAで、前年の 2 兆 3,447 億 8,600 万FCFA

より 1,863 億 3,000 万FCFA（7.9%）の増額となっている。このうち、農業農村施設省予算は 1,325
億 8,000 万FCFAで、前年の 912 億 8,400 万FCFAに比べ 45％の増額となった。2013 年における農

業農村施設省の年度予算を表４－１に示す。農業農村施設省管轄下にあるISRAやSAED等の外部

機関への拠出分も含まれており、肥料に対する補助金額はすべてこの農業農村施設省に振り分け

られた予算の範囲内で決められている。 
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表４－１ 農業農村施設省の予算推移（2013年度） 

項 目 予算額（FCFA） 前年比 主な使途 

人件費 21 億 5,027 万 11%減 公務員給料 

活動費 11 億 495 万 10%増 部局活動費 

交付金 62 億 6,212 万 14%増 公社・公共機関等への交付金 

資本支出 

596 億 5,760 万 51%増 省によるプロジェクト等の費用 

45 億 7,900 万 101%増 政府負担 

550 億 7,800 万 48%増 ドナー等外部負担 

資本支出交付金 634 億 540 万 47%増 
公社等によるプロジェクト費用 
施設案件カウンターパート資金 
農業資材補助金等 

（出所：『セネガル国農業・農村開発セクター基礎調査報告書』2013 年 5 月） 
 
農業局は以下の業務を担当している。 
① 農業生産に関する国家開発政策の実施 
② 関連機関との各種農業プロジェクトの評価及びモニタリング 
③ 農業の増強、多様化、近代化に関する立案及びフォローアップ 
④ 農業農村施設省傘下の公社の監督 
⑤ 農産品の促進にかかわる国内・海外機関との関係維持 
⑥ 種子統制規則の立案及び適用、種子の品質管理及び認証 
⑦ 関係機関との農業調査及び土壌回復・向上に関するプロジェクトの実施、調整、モニタリ

ングの実施 
⑧ 農業協同組合の監督・モニタリング及び申請承認 
⑨ 各種戦略・計画の策定に要する統計データ収集のためのアンケート調査 
 
農業局は、2KRの実施機関として本件要請書の作成や見返り資金口座の管理を行っている。局

長が 2KR実施機関の責任者となり、実務レベルでは土壌肥沃度回復・改良室（Division des la 
Restauration et de l'Amélioration de la Fertilité des Sols, Direction de l’Agriculture：DRAFS）が担当す

ることになる。図４－２に農業局の組織図を示す。 
 
 
 

 
 
 
 
 

（出所：『平成 24 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 

図４－２ 農業局組織図 

食糧生産室 農協室 土壌肥沃度回復・改良室 総務財務室

農業局長
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４－３ 要請内容及びその妥当性 

４－３－１ 対象作物 
本件の対象作物は、セネガルの主要穀物であるコメ及びトウモロコシとする。セネガルから

の平成 25 年度要請書では、主要食用作物であるコメ、トウモロコシ、ミレット及びソルガム

となっていたが、本プロジェクトの実施機関である農業局と協議した結果、昨年（平成 24 年

度）の 2KR肥料配布の対象作物と同様にコメとトウモロコシの 2 品種となった。 

農業 5 カ年プログラム（PAQ）では食糧自給率の増加並びに食糧安全保障の確保が国家的課

題であり、食糧増産が望まれることから 2KRの対象作物とすることは妥当である。 
 
４－３－２ 対象地域及びターゲットグループ 

対象地域としては、農業局と協議した結果、昨年度（平成 24 年度）と同様にセネガル国内

でコメの主要生産地となっているサンルイ州及びマタム州、トウモロコシの主要生産地である

ファティック州及びカオラック州の 4 州となった。セネガルの農業開発計画であるPAQで記載

されている目標及び重点項目との整合性の観点から対象地域は妥当であるといえる。2KR肥料

の配布対象地域となっているサンルイ州ポドール県及びダガナ県では、現在JICAの技術協力プ

ロジェクトの一環として、「セネガル川流域灌漑地区生産性向上プロジェクト」（2009 年 11 月

～2014 年 3 月）が実施されている。さらに 2013 年からは、ファティック州、カオラック州、

カフリン州を対象とする「天水稲作持続的生産支援プロジェクト」（2014～2019 年）の実施も

予定されている。 
ターゲットグループについては、対象作物を栽培する小規模農民が対象であり、本件の目的

と一致することから妥当であると判断される。農業局ではセネガル国内の小規模農家について

明確な定義を有していないが、小規模農家（耕作面積が 5ha以下）が所有する農地で自家消費

するために必要な食糧を賄うことができるようにすることを前提としている。セネガルでは一

夫多妻制が主流となっており、実質的には 2～3 家族分に相当しており、5haの農地は 1 農家が

必要な食糧を最低限確保できる面積とされている。 
 
４－３－３ 要請品目・要請数量 
（1）要請品目の妥当性 

現地調査及び農業局との協議の結果、最終的にセネガル政府から要請された品目及び数

量を表４－２に示す。 
 

表４－２ 要請品目・数量 

No. 要請品目 要請数量（MT） 原産国 

1 尿 素 30,000 セネガル以外のすべての国 

（出所：協議結果に基づき調査団作成） 

 
要請品目である尿素は汎用性のある肥料で、穀物（特にコメ、トウモロコシ）栽培用と

して小規模農民に広く使用されており、セネガルの農業の生産性向上のために欠かせない

ものであり、要請品目としては妥当であると位置づけられる。肥料原産国はセネガル以外
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のすべての国を対象としており、2KR調達品目として本案件の要請品目、数量及び原産国

については特に問題はなく妥当である。 
一方、今回セネガル政府からは農業機械として、小型トラクター、種撒機、脱穀機が各

5,000 台要請されていたが、農業農村施設省官房長官及び農業局との協議結果から、要請

品目の対象外となった。その理由として、①農業開発計画のなかで具体的な行程表や行動

計画が示されていない、②小規模農民が高額となる農業機械を購入または賃耕できるとい

う確証が得られない、③農業機械の現地代理店の状況や維持管理体制が整っておらず、長

期的に利用できるかどうか不明、などが挙げられるためである。 
 

（2）要請数量の妥当性 
2013 年におけるセネガルの主要穀物を対象とした肥料の需要予測量、配布量及び販売量

は表４－３に示すとおりで、尿素の需要予測量は 2 万 7,378MT、これに対する配布量は 1
万 7,378MT、実際の販売量は 9,541MTとなっている。セネガルが予算措置を講じて補助金

が付けられる肥料（尿素）の全数量は、過去平均値で約 1.8 万MT（表２－13）が限度であ

る。このような財政状況の下、肥料として特に需要量が多い尿素の全需要量である 2 万

7,378MTをカバーすることができる 3 万MT（表４－５参照）を、セネガル政府が日本に対

して要請してきている。農業局と協議を行った結果、尿素は小規模農民により多く活用さ

れており、さらに栽培優先度が高いコメとトウモロコシが対象作物となっていることが確

認でき、要請数量 3 万MTは妥当であると判断される。 
 

表４－３ 州別肥料の需要・配布・販売量（2013年） 

州 名 

NPK(6-20-10) NPK(15-15-15) NPK(15-10-10) 

予測量 配布量 割合 販売量 割合 予測量 配布量 割合 販売量 割合 予測量 配布量 割合 販売量 割合

① ② ②/① ④ ④/② ① ② ②/① ④ ④/② ① ② ②/① ④ ④/②

（MT） （MT） ％ （MT） （％） （MT）（MT）（％） （MT）（％） （MT） （MT） （％） （MT）（％）

ダカール 70 0 0 0 0 50 55 110 55 100 5 0 0 0 0

ジュルベル 2,613 3,070 117 1,375 45 40 24 60 16 67 1,650 1,648 100 1,245 76 

ファティック 2,960 2,587 87 2,060 80 1,500 1,429 95 1,044 73 2,550 2,568 101 1,935 75 

カオラック 3,733 3,859 103 3,780 98 2,020 1,932 96 1,863 96 1,950 1,850 95 1,565 85 

コルダ 1,615 3,089 191 2,047 66 1,500 1,500 100 1,434 96 720 699 97 565 81 

ルーガ 2,987 2,673 89 1,462 55 200 54 27 14 26 1,000 945 95 375 40 

サンルイ 229 223 97 66 30 600 475 79 134 28 150 140 93 25 18 

タンバクンダ 1,213 1,435 118 1,560 109 1,850 1,160 63 972 84 600 596 99 526 88 

ティエス 1,960 2,193 112 1,432 65 80 72 90 58 80 1,354 1,368 101 887 65 

ジガンショール 280 255 91 133 52 60 60 100 60 100 100 88 88 50 57 

マタム 65 48 74 48 99 140 120 86 55 46 70 10 14 0 0 

カフリン 4,667 4,518 97 4,092 91 1,900 1,660 87 1,101 66 2,260 2,192 97 1,224 56 

ケドゥグ 149 125 84 56 45 430 262 61 124 47 0 0 0 0 0 

セディウ 1,213 1,371 113 924 67 430 422 98 399 95 570 685 120 386 56 
                                
セネガル全土 23,754 25,446 107 19,034 75 10,800 9,225 85 7,329 79 12,979 12,789 99 8,782 69 
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州 名 

尿 素 DAP 

予測量 配布量 割合 販売量 割合 予測量 配布量 割合 販売量 割合

① ② ②/① ④ ④/② ① ② ②/① ④ ④/②

（MT） （MT）（％） （MT） （％） （MT）（MT）（％） （MT）（％）

ダカール 72 100 139 100 100 0 0 0 0 0 

ジュルベル 154 154 100 149 97 0 0 0 0 0 

ファティック 1,920 1,989 104 1,643 83 0 0 0 0 0 

カオラック 2,560 2,847 111 2,181 77 0 0 0 0 0 

コルダ 1,160 1,280 110 1,147 90 0 0 0 0 0 

ルーガ 72 78 108 38 49 0 0 0 0 0 

サンルイ 14,160 5,469 39 1,577 29 1,800 1,199 67 524 44 

タンバクンダ 880 716 81 262 37 0 0 0 0 0 

ティエス 296 293 99 208 71 0 0 0 0 0 

ジガンショール 200 163 82 94 58 0 0 0 0 0 

マタム 3,840 2,430 63 1,171 48 200 0 0 0 0 

カフリン 1,440 1,185 82 439 37 0 0 0 0 0 

ケドゥグ 104 114 110 95 83 0 0 0 0 0 

セディウ 520 560 108 437 78 0 0 0 0 0 

           

セネガル全土 27,378 17,378 63 9,541 55 2,000 1,199 60 524 44 

（出所：農業局） 

 
2KRで調達される肥料は、コメ及びトウモロコシの生産が盛んな地域に配布されること

になるが、セネガルの主食であるコメの生産地であるサンルイ州には全体の 74%とより多

くの比重を置いて配布する予定である。2013 年度に要請された肥料の配布予定数量は表４

－４のとおりである。 
 

表４－４ 要請数量配布割合 

州 名 
2013 年度 2KR 

尿素（MT） （%） 

サンルイ 22,250  74 

マタム 2,000   7 

ファティック 5,200  17 

カオラック 550   2 

合 計 30,000 100 

（出所：農業局） 

 

４－３－４ スケジュール案 
セネガルの農業は、セネガル川流域を主要地域とする灌漑農業とそれ以外の地域における天

水依存型農業に区分される。灌漑農業地帯ではコメの二期作（雨期作と乾期作）が行われてい

る。図４－３に対象作物であるコメとトウモロコシの栽培カレンダーを示す。 
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（出所：『平成 23 年度貧困農民支援準備調査報告書』） 
図４－３ 対象作物の栽培カレンダー 

 

セネガル川流域における灌漑農業では、コメは雨期と乾期の二期作栽培が行われており、乾

期栽培での種まきは 2 月下旬ごろに行い、その 21 日後、45 日後の 2 回施肥が行われて 3 カ月

後に収穫される。また、雨期栽培は 6 月中旬ごろから種をまき、その後乾期栽培と同様に 21
日後、45 日後の 2 回にわたり施肥が行われ、3 カ月後に収穫される。天水農業では、主要作物

の農繁期は雨期が始まる 6 月ごろから始まる。対象作物であるトウモロコシについては、天水

地域で 6 月から種をまき、7 月に施肥し、9 月に収穫される。 
灌漑地域では、大規模な農民以外ほとんどの農民が補助金付き肥料を購入しているが、その

量は必要量の 80%程度となっており、不足分は一般小売価格で購入することになる。そのため、

本支援においても必要な時期に農家に肥料を配布できるよう調達スケジュールが設定されれ

ば、未使用肥料が農家や販売所倉庫に保管されたままになることや、転売防止にもつながるこ

とになる。 
 
４－３－５ 調達先国 

平成 25 年度 2KR要請書では、肥料希望調達先国として中国、フランス、ベルギーが記載さ

ていたが、農業農村施設省と協議した結果、セネガル以外のすべての国（品質が仕様書どおり

のものであれば、平成 24 年度と同様、セネガル側より調達先国について特段の指定はない）

となった。 
上述の肥料輸入先国の現状や過去 2KRの調達実績を考慮しつつ、経済的に少しでも多量の肥

料を購入するため、セネガル以外のすべての国とすることが妥当である。 
 

４－４ 実施体制及びその妥当性 

４－４－１ 配布・販売方法・販売価格 
（1）配布・販売方法 

2KR肥料は、第２章で既述した現在の補助金付き肥料制度に沿ったものとなる。その配

布・販売方法は 2011 年時の流通経路と同様で、図２－４に示すとおりである。2013 年度

2KR肥料は 2014 年 12 月にダカール港に到着予定で、農業農村施設省が行う一般競争入札

により肥料取扱業者が決まり、その落札業者は雨期前の播種期（6 月ごろ）に合わせて対

象地域に肥料を搬送することになる。 

　　　　　　　月
作物名

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

コメ（雨期作）

コメ（乾期作）

トウモロコシ

　

凡例 播種／植付：○     施肥：□     収穫：◎ 
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肥料取扱業者の決定はセネガル政府の公共調達法に従い、農業農村施設省が主体となり

一般競争入札により決定し、落札業者が肥料の配布及び販売代金の回収を行うことになる。

2KR肥料は現行の補助金付き制度と異なり、政府は肥料を民間業者に販売するのではなく、

あくまでも販売代理として業者に肥料の配送及び販売代金回収を委託する。 
① 農民への販売価格は、調達時のFOB（本船渡し）価格及び補助金付き肥料価格を参

考に農業農村施設省が決定する。 
② 配布は現行の補助金付き肥料と同様に、肥料取扱業者が、政府が定めた割当量に基

づき、独自の販売網を使って対象地域の村落レベルまで肥料を配送する。 
③ 割当量の決定方法については、補助金付き肥料と同様とする。 

まず農業農村施設省が各州への配布量を決定し、その後、DRDR及びSDDRが管轄す

る村落共同体（セネガルの最小行政単位）への配布数量を決定する。 
さらに、各村落共同体ではコミュニティ委員会（協同組合代表・政府担当者・青年

代表・女性代表などから構成）が組織され、この委員会が最終的な裨益者及びその

割当量を決定する。 
④ 農民は肥料取扱業者から補助金付き肥料と同様に、現金にて購入する。 
⑤ 肥料販売終了後、肥料取扱業者は裨益者から回収した代金の全額をセネガル政府が

管理する見返り資金口座に入金し、その後、セネガル政府から肥料取扱業者に対し

て契約金額（輸送費用及び肥料代金の回収業務に係る費用）が支払われる。また、

肥料取扱業者は補助金付き肥料販売時と同様、裨益者が肥料を受領したことを確認

できる書類を農業農村施設省に提出する。 
 

この委託販売方法であれば、配布を管理する行政側、裨益者となる農民側の双方とも現

行制度と同様であるため、配布・販売に際して混乱を来すようなことはないと考えられ、

実際に 2008 年、2009 年及び 2011 年の 2KR肥料の配布・販売時には上記手順で円滑に実

施され、2012 年度 2KR肥料の配布もこの手順により配布が予定されている。 
また、補助金付き肥料の数量が限られているため、農民が必要数量を十分に購入できて

いない場合もみられる。特に、灌漑地域の肥料使用量は他地域に比べて多いが、他地域で

は肥料へのアクセスが困難ということもある。このような農民間の不公平感をなくすため

に、セネガル政府が需要量を適切に把握し、必要十分な肥料供給量を適切な地域に提供す

ることが、補助制度を続けていくうえで重要である。 
 
（2）販売価格 

2KRで調達した肥料の販売価格は、肥料取扱代理業者への手数料、現行の補助金付き肥

料の販売価格、市場価格、農民の購買力を考慮し、見返り資金積立義務額の基準となる調

達時のFOB価格を参考に農業農村施設省が決定する。小規模農民の肥料購入価格は、政府

が決定した販売価格に肥料取扱業者の国内輸送費用及び手数料が追加された価格となる。

肥料販売代金は肥料取扱業者により回収されて政府の見返り資金口座に振り込まれ、その

合計金額はFOB価格の 2 分の 1 以上が条件となっている。万一、不足金額が生じた場合に

はセネガル政府が不足分を補填することになる。 
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４－４－２ 技術支援の必要性 
セネガルでは、各州に農業農村普及庁（ANCAR）の農業普及員が配置されており、農業農

村施設省州村落開発局（DRDR）がANCARの活動を監督している。この農業普及員は農民に対

して施肥や農耕法等について指導を行っていることから、施肥に関する基本的な知識は既に農

民が把握しており、技術支援の必要性はないと考えられる。しかしながら、ISRAが定めている

作物別の施肥基準は、十数年前のデータを基に策定されているため、現状に適応した改訂版の

策定が必要である。 
 
４－４－３ 他ドナー・技術協力等との連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 

本案件で調達される尿素は、現在実施中の技術協力プロジェクト「セネガル川流域灌漑地区

生産性向上プロジェクト」（2009 年 11 月~2014 年 3 月）の対象地域であるサンルイ州において、

2KR調達肥料の 74%が配布される予定である。 
同プロジェクトでは効果的な施肥時期・施肥量に関する指導等を行っており、2KRで調達さ

れた肥料がより効果的に使用されることが期待され、援助プログラムの一つである「農村経済

振興プログラム」に貢献するものとして相乗効果が期待できる。 
また、他ドナーとの連携については、以下のコメントを得ている。 
 
〈世界銀行〉 

世銀では現在、携帯電話を利用した「西アフリカ農業生産性プログラム」を実施してい

る。このプログラムの実施目的は、農業生産に必要な肥料や種子についての情報を携帯電

話により収集するものである。現在、西アフリカ（セネガル、コートジボワール、ガンビ

ア、マリ、ブルキナファソ）で行われており、セネガルでは、2,893 の村落、833 名の生産

者組合のリーダー、合計 19 万 5,611 名の生産者に関するデータがセットされている。生産

者のデータには、①携帯電話番号、②位置（生産者の居住場所）、③作付面積及び収穫量が

組み込まれている。このプログラムにより 1 週間に 100 件の生産者データが送られてくる

ために、雇用促進の意味もあるが、900 名の国勢調査員を雇用し対応している。セネガル

でこのプログラムの対象地域となっているのは、①セネガル川流域（品目：尿素、栽培作

物：コメ、対象農民：2 万 2,293 名）と②ラッカセイ盆地地域（品目：肥料E6-20-10、栽培

作物：ラッカセイ、対象農民：17 万 3,318 名）の 2 カ所である。したがって 2KR肥料の対

象地域と世銀がプログラムを実施している補助金付き肥料の配布対象地域とがオーバーラ

ップする場合には、世銀との技術的連携を図ることにより効率的な肥料配布が期待できる。 
 
４－４－４ 見返り資金の管理体制 
（1）管理機関 

2011、2012 年度実施の貧困農民支援見返り資金の積立管理責任機関は、実施機関と同様

に農業農村施設省農業局であり、2013 年度も同機関が担当する予定である。 
それ以前は同じ農業農村施設省の植物防除局が見返り資金を管理していたが、2006 年 6

月の実施機関移管により農業局が管理することとなった。 



 

－47－ 

（2）積立方法 
実施機関である農業農村施設省農業局により一般競争入札で選定された肥料取扱業者

が、肥料を対象地域に輸送し、肥料取扱業者の拠点を活用して農民に肥料を販売する。肥

料取扱業者は、実施機関との契約で指示された手順に基づいて、ある程度金額がまとまっ

た時点で何回かに分けて、回収した販売代金の全額をセネガル政府が管理する見返り資金

口座に入金し、その後セネガル政府から肥料取扱業者に対して契約金額の代金が支払われ

ることになる。 
 
（3）見返り資金積立実績 

表４－５に見返資金の積立状況（2013 年 10 月 7 日現在）を示す。 
 

表４－５ 見返り資金積立状況 

（2013年10月7日現在） 

年度 E/N 署名日 E/N 限度額

（円） 
E/N 金額

（円） 

為替レート 
（円→FCFA） 積立義務額合計

割合（FCFA）

積立義務額

（FCFA）

積立額 
（FCFA）

使用額 
（FCFA） 

残高額 
（FCFA） 積立期限

FCFA 
/$ $/Yen FCFA/

Yen

2003 29/03/2004 271,000,000 164,124,300   - 2/3 759,702,000 759,644,912 753,428,081 6,216,831 28/03/2008

2008 30/03/2009 390,000,000 289,593,739   - 1/2  742,113,458 742,410,756 742,411,081 44,000 742,367,081 29/03/2013

2009 24/11/2009 380,000,000 268,680,000   - 1/2  662,474,489 729,914,000 730,223,755 127,001 730,096,754 23/11/2013

 
         合 計 1,478,680,666 - 

2011 12 /6/ 2012 290,000,000 118,445,718   6.60 390,870,869 781,982,748 385,000,000 23,431 384,976,569 11/6/2016

 
         合 計 384,976,569 - 

（出所：農業局、見返り資金口座明細表を基に調査団が作成） 

 

見返り資金積立用の銀行口座は、①2009 年度までの複数年の 2KRの見返り資金が積み立

てられている口座、②2011 年度専用の口座の 2 つあり、見返り資金の合計口座残高（2013
年 10 月 7 日現在）は 18 億 6,365 万 7,235FCFAで、その内訳は以下のとおりである。 
① 2009 年度までの 2KR見返り資金口座の残高合計金額：14 億 7,868 万 666FCFA 
② 2011 年度の 2KR見返り資金口座の残高合計金額  ：3 億 8,497 万 6,569FCFA 
今後、新規に 2KRが供与された場合、セネガル側は新規に口座を開設することに合意し

た。 
 

（4）見返り資金プロジェクト 
見返り資金プロジェクトについては、これまで 2 案件に使用されている。その一つは、

2007 年 1 月に農業農村施設省より砂漠バッタ被害対策支援計画として、在セネガル日本大

使館に使途申請があったものである。2004 年 6 月の甚大な砂漠バッタ被害により同年 7
月に開始された国家対策プロジェクトの補完として、身体防護用品及び植物防除用機材一

式を購入している。 
他方は、2008 年 5 月に 3 億 3,741 万 4,900FCFAにて「砂漠バッタの有機的管理実施支援
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計画（モデルフェーズ）」が日本大使館に使途申請され、資金使用許可を受けた。同計画

はセネガルに生産拠点をもち、サヘル地域の旱魃対策の多国籍委員会（Comité Inter-Etat 
pour la Lutte contre la Sécheresse au Sahel：CILSS）によって認可されているバイオ農薬を、

異なる条件下にてその効果や問題点を吟味するため、野外試験により試作利用するもので

ある。その後、現在に至るまで見返り資金の活用実績はないが、現在セネガル側が見返り

資金を活用したプロジェクトの検討中である。 
 
４－４－５ モニタリング・評価体制 

2KR調達肥料は、肥料取扱業者（2009 年及び 2011 年はSEDAB社）が各地域にもつ拠点を活

用し、農業農村施設省のローカルコミッティとともに、配布管理委員会が選定した農民（所有

面積 5ha以下の農民と証明できるIDを発行）に対し販売している。肥料取扱業者は詳細な伝票

（一販売ごとの購入農民、購入数量、購入日等）を作成し、農業局等に報告している。農業局

はそのデータから配布のモニタリングが可能な体制となっている。 
また、農業農村普及庁（ANCAR）の農業普及員が各州に配置されており、農業農村施設省

州村落開発局（DRDR）がANCARの活動を監督している。農業普及員は小規模農民への施肥指

導等を行っているが、活動費用が十分ではないためにモニタリング及び評価活動が制限される

ことがある。したがって、モニタリングを実施する際に必要な資金を確保できれば、個々の農

業普及員が 2KR肥料配布先の小規模農民に対してインタビューを行うことにより増産効果を

確認することができる。 
 

４－４－６ 不正防止 
配布先農家は、生産者代表、政府代表、肥料取扱業者、青年代表、女性代表等による村の配

布委員会の厳正な審査の下に決定される。実際の肥料の配布は、上述のとおり伝票を用いて正

確に行われており、転売を防止するために憲兵が道路に検問所を設置して監視している。コミ

ッティやリエゾンミーティングで使用する見返り資金関連等の証憑書類は、必ず 2 名以上の担

当者によりチェックされる。省レベルでの不正防止対策としては、大統領府直轄の監査官が全

省庁の監査を行い、農業農村施設省においては、財務担当監査官、技術担当監査官により、2KR
を含むすべての事業についてそれぞれの観点から監査を受けることになっている。 

なお、2008、2009 年度実施分の見返り資金は使用されていないため、外部監査は実施されて

いない。 
 

４－４－７ 広 報 
2009、2011、2012 年度 2KR肥料の引き渡し式は、新聞、テレビ、ラジオを通じてフランス語

及び現地語にてセネガル国民に広報された。一般的にセネガルでは、E/Nや引き渡し式などが

広く国民に対して広報されている。 
 

４－４－８ その他（新供与条件等について） 
（1）見返り資金の外部監査 

2008、2009 年度実施分の見返り資金は使用されていないため、外部監査は実施されてい

ない。農業局は、外部監査が新たな 2KRの実施条件であることを十分に認識しており、今
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後状況が整えば過去分について速やかに実施し、また新たに 2KRが供与された場合にも実

施することに同意している。 
 
（2）ステークホルダーの参加機会の確保 

農業局は、受益者、配布委員会、州村落開発局（DRDR）、SAED、肥料取扱業者と補助

金付き肥料について頻繁に協議しており、2KR肥料が到着したときも、これらステークホ

ルダーと協議している。 
ステークホルダーの参加機会を確保することも、見返り資金の外部監査と同様に農業局

は十分に認識しており、新たに 2KRが供与される場合は、実施することに同意している。 
 

（3）半期ごとの連絡協議会の開催 
これまで農業局と日本側との会合の機会に、見返り資金の使途申請内容や残高に関する

協議、見返り資金プロジェクトの進捗状況等 2KRに関する議論が行われてきている。 
農業局には、ミニッツにも記載されているとおり、少なくとも年 1 回のコミッティ会議

及び年 2 回の連絡協議会の開催が義務づけられており、農業局は、JICA事務所、大使館が

参加する協議会を開催することに同意している。 
 

（4）見返り資金の小農・貧農支援への優先使用 
調査団は、見返り資金は特に小規模農家に対して優先的に裨益するようなプロジェクト

の実施に使用することを要請し、農業局は同意している。現在、農業局では実施すべきプ

ロジェクトの策定を検討している。 
 

（5）実施手順 
ミニッツの別添に記載されている本プロジェクトの実施方法を説明し、農業局の合意を

得ている。また農業局は調達代理機関が入札を代行することについても、2011 年度及び

2012 年度 2KRと同様であることから理解している。 
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第５章 結論と課題 
 

５－１ 結 論 

今回の要請は、セネガルの主要穀物であるコメ、トウモロコシ、ミレット、ソルガムを対象に、

増産に不可欠である肥料（尿素）及び農業機械（耕耘機、播種機、トウモロコシ用脱穀機）の調

達に係る資金協力であり、平成 24 年度と同じ要請内容である。 
 

（1）肥 料 
セネガル国内の肥料については、ダカールの肥料製造会社がNPKを製造しているが、国内

生産はごくわずかであり、尿素をはじめ大部分を輸入に頼っている。今回要請のあった尿素

は、国内需要が約 15 万MTと最も必要とされている肥料であり、かつ全量輸入に依存してお

り、妥当な要請品目である。対象作物は、2011 年度及び 2012 年度と同様に近年需要が急速

に増えており、またCARD（アフリカ稲作開発のための共同体）により支援を進めているコ

メ及び主要穀物であるトウモロコシとした。また、対象地域は同様に、コメ・トウモロコシ

の主要産地であるサンルイ州、ファティック州、カオラック州及びマタム州（2012 度から追

加）の 4 州とし、より集中した投入による効果の発現と継続的な効果測定をめざすこととし

た。 
今回の調査の重点調査事項である、①小規模農民へ裨益しているか、②配布の体制とモニ

タリングはできているか、③投入の効果の確認の 3 点について調査したところ、①と②に関

しては、肥料取扱業者が配布伝票を農家ごとに作成しており、また肥料購入の際も小農であ

ることが記入されたIDを示したうえで購入することになっており、確実に小農へ届くシステ

ムになっている。肥料配布システムについては、各地域にはコミュニティ委員会（協同組合

代表・政府担当者・青年代表・女性代表などから構成）が設置されており、この委員会でど

の小規模農民（所有農地面積を基準として配布者を限定）に肥料を配布するかを決定してお

り、大規模農家が対象者にならないように対策を講じている。したがって､2KR肥料が配布さ

れる場合にも、最終的な肥料購入者を特定することができ、これまで肥料の配布はおおむね

問題なく実施されている。③については、農業局は 2～3 年前から効果の測定について意識

しており、その方法について検討しているところである。まだ、十分な調査とはいえないま

でも、2012 年は施肥効果（2KRを含む肥料全般）を把握するために農家へのインタビュー調

査も行い、収量が増加していることを確認しているとの説明があった。以上から、小規模農

民への裨益と配布モニタリングについては、おおむね良好な状況であると考えられる。効果

の測定についてはまだ緒に就いたばかりであるが、今後はこの点についても、農業局が予算

措置の検討とともに推進していくことを確認した。 
 

（2）農業機械 
農業機械についても 3 年連続で同様な要請がなされており、官房長・技術顧問表敬時も農

業局との協議時も、農業機械に対する強い要望があった。農業生産性の向上のためには農業

機械は有効であるが、2KRで供与する際に必要となる以下の点が確認されていないため、現

時点での供与は時期尚早とセネガル側に伝え、先方は了承した。 
① 農業機械化の方向性が農業開発計画などのなかで示されてはいるが、具体的な行程表
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や行動計画が策定されていない。 
② 民間業者と政府との役割分担が明確化されていない。 
③ 小農が農業機械を利用（購入または賃耕）できるという裏づけがない。 
④ 代理店の状況や維持管理体制が明確に示されていない。 

 
（3）要請品目 

以上を検討の結果、2013 年度は肥料（尿素）のみの調達を行う妥当性が高いと判断する。 
 

５－２ 課題/提言 

（1）評価・モニタリング 
2KRの評価については、農業局において農家へのサンプリング調査や統計情報の利用など

が検討されているが、このための予算が十分に計上されていないという問題がある。この点

に関して、農業局から評価・モニタリングに必要な経費を 2KRの見返り資金から使用できな

いかとの提案があった。2KRの見返り資金は原則として、社会経済開発とりわけ小規模農民

に裨益するように使用されることになっており、農村道路や灌漑施設などのインフラ整備に

使用されることが多い。しかしながら、施肥効果を測定することにより、効果的な施肥のし

かたや施肥量などが改善され、それが小規模農民の農業生産性や生計の向上にもつながるこ

とも考えられるため、評価・モニタリングへの使途に関しては、セネガル国内及び日本側

（JICA）と十分協議しながら検討するよう提言した。 
 

（2）農業機械化の方向性 
農業局は機械を強く要望したが、上述のように農業機械を導入するにあたっての維持管理

体制及び販売体制の整備、並びにオペレーターの育成などの基本的な環境整備についての検

討が不十分である。農業局との協議のなかでよく話を聞くと、現時点で即効性があり有効な

のは、今回要請された機材というよりも、ウシなどに引かせるすきやリヤカーのような、も

う少し初歩的なものであるとの見解も示された。機械化の段階的発展を考えると、このよう

な操作や維持管理も容易なものから取り入れることは自然の流れでもある。すきレベルであ

れば自前で製品化することも可能であろう。今後、農業機械を要請する場合は、現況もよく

把握したうえで機械の種類を検討することが必要である。 
 

（3）見返り資金の使用 
これまで見返り資金が 18 億 6,365 万 7,235FCFA積み上がっているが、2008 年度以降使用さ

れていない。2KRの 2 つ目の目的である見返り資金による小規模農民の支援が行われなけれ

ば、本当の意味での 2KRの成果が発現したことにはならないため、同資金によるプロジェク

トが早期に実施されることを期待する。 
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